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公的年金制度の「定期健康診断」ともいわれる５年に１度の財政検証の結果が 年７

月３日に公表された。次期年金制度改正に向け、厚生労働省社会保障審議会年金部会で議

論が進められており、来年の常会には、年金制度改正の関連法案が提出され、衆参の厚生

労働委員会で審査されるであろう。

今回の財政検証では、５年前に比べ、高齢者や女性を中心に就業者が予想以上に増加し

たこと、株価の上昇による年金積立金の運用実績が好調であることなどを背景として、財

政状況に改善が見られ、制度の持続可能性を危ぶむ声は前回よりも抑えられているようで

ある。とはいえ、「夫が平均的な賃金で 年間働いた会社員、妻が 年間国民年金第１号又

は第３号被保険者」のモデル世帯について、成長率ベースライン・労働参加漸進シナリオ

の「過去 年投影ケース」では、足下の 年度で ％の所得代替率（年金受給開始時

点（ 歳）における、現役男子の平均手取り収入額（含むボーナス）に対するモデル年金

額の比率）が、 年に ％になると試算されており、目標とされている ％を維持で

きているものの、約２割の低下との結果が示されている。

しかし、共働きや単身者の世帯が増加している中で、モデル年金で給付について示され

ても多くの人はピンとこないのではないだろうか。そこで、今回の財政検証では「年金額

の分布推計」が初めて実施されている。モデル年金の年金額や所得代替率の将来見通しに

加え、各世代の 歳時点における老齢年金の平均額や分布の将来見通しが作成された。推

計方法は、 年度末時点の個人単位の被保険者記録をシミュレーションの始点とし、個

人毎に加入制度、被保険者種別等の遷移、第１号被保険者の場合には保険料の免除、納付

状況の遷移、厚生年金被保険者の場合には標準報酬の推移等をシミュレーションし、それ

により得られた 歳到達年度末時点の被保険者記録に基づき、老齢年金の額を計算してい

る。推計によると、労働参加の進展による厚生年金の被保険者期間の延伸と実質賃金の上

昇により、若年世代ほど平均年金額（男女計、実質）は増加し、低年金は減少する見通し

となっている。特に、女性の平均年金額（実質）の伸びや低年金の減少は大きく、年金月

額が 万円以上の割合の顕著な増加が示された。一方、現在 ～ 代の「就職氷河期世代」

については、迅速な低年金対策の必要性を示唆する結果が見られた。

厚生労働省によると、この年金額の分布推計は前回 年の年金改正法案に対する参議

院厚生労働委員会の附帯決議を踏まえて作成、公表したとのこと。特に若い世代ほど年金

制度について疑心暗鬼になっている中で、こうしたデータは非常に有意義であり、より分

かりやすい形で広く知られることが望まれる。

なお、同附帯決議にもある「基礎年金 年化」の検討は早々に先送りされたが、基礎年

金の給付水準改善のためには避けて通れない課題だけに、今後の真摯な議論を期待する。

2024 年財政検証結果 
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１．経済成長のけん引役として期待されるＡＩ 

２．ＡＩ化に向けた取組 

  （１）広島ＡＩプロセスによる国際社会でのＡＩに関する枠組み形成 

（２）政府による最近の国内における主な取組 

３．ＡＩの社会実装と国民生活への影響 

（１）ＡＩの社会実装が男女の賃金格差を助長するおそれ 

（２）ＡＩの社会実装に係る消費者保護の在り方 

 

 

１．経済成長のけん引役として期待されるＡＩ 

 2012年に約291.1兆円だった世界のＩＣＴ市場（支出額）の規模は、特に2016年以降は拡

大基調となり、2021年の約482.5兆円から、2022年に約596.1兆円、2023年に約657.3兆円へ

と拡大し、2024年には702.1兆円へと更に拡大すると予測されている1。 

また、国連貿易開発会議（UNCTAD）が2023年３月16日に発表した「Technology and 

Innovation Report 2023」によると、17の先端技術2の世界市場は過去20年で急成長を遂げ、

2020年の約１兆5,000億ドルから2030年には約９兆5,000億ドル超へと拡大が見込まれると

している。また、2030年の市場規模（推計値）のおよそ半分をＩｏＴ（モノのインターネッ

ト3、４兆4,220億ドル）が占めるほか、ＡＩ4（１兆5,820億ドル）、電気自動車（8,240億ド

 
1 ＩＣＴ市場には、「データセンターシステム、エンタープライズソフトウェア、デバイス、ＩＣＴサービス、

通信サービスが含まれる」とされる。また、市場規模の円ベースの表記には各年の平均為替レートが用いら

れ、その急拡大には円安の影響もある（総務省『令和６年版情報通信白書』（令6.7）104～105頁）。 
2 17の先端技術として、①ＡＩ、②ＩｏＴ、③ビッグデータ、④ブロックチェーン、⑤５Ｇ（第５世代移動通

信システム）、⑥３Ｄプリンター、⑦ロボティクス、⑧ドローン、⑨ゲノム編集、⑩ナノテクノロジー、⑪（集

光型あるいは集中型）太陽光発電、⑫太陽熱発電、⑬バイオ燃料、⑭バイオガス・バイオマス、⑮風力エネ

ルギー、⑯グリーン水素、⑰電気自動車が挙げられている（UNCTAD,TECHNOLOGY AND INNOVATION REPORT 2023. 
United Nations,New York,p.136～137）。 

3 ＩｏＴとは、自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取

りをすることである。モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進展すると、新たな付加価値を生み出すと

されている（総務省『平成27年版 情報通信白書』（平27.7）292頁）。 
4 ＡＩの定義は、様々である。我が国の「ＡＩ戦略2022」（令和４年４月22日統合イノベーション戦略推進会議

決定）（以下「ＡＩ戦略2022」という。）では、ＡＩとは「知的とされる機能を実現しているシステムを前提
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ル）、太陽光発電（6,410億ドル）及び５Ｇ（6,210億ドル）の合計で全体の８割超を占める

見通しとされている5。 

 ＡＩのうちでも、人間のように文章や画像を生成し、多岐にわたるタスクを自律的にこ

なすことができる革新的な技術として生成ＡＩ（Generative ＡＩ）の市場規模の拡大も期

待されている。一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）が公表した予測によると、世

界の生成ＡＩ市場の規模は、2023年の106億ドルから2030年の2,110億ドルへと約20倍に拡

大することが見込まれている6。 

 ＡＩによる経済成長がこれほど期待される背景には、ＡＩが「汎用技術」と見なされて

いることがある。汎用技術とは、広い範囲で多様な用途に使用され得る基幹的な技術のこ

とである7。これまでも、水力、蒸気機関、内燃機関、コンピュータなどが登場してきたが、

それを利用することで、歴史的にも「産業革命」を引き起こすと位置付けられるような革

新的な技術であり、今後、新たな経済発展をけん引していくようなものと言える。 

 ＡＩの中でも特に革新的な生成ＡＩの利活用の拡大が期待される分野としては、製造、

金融、通信・放送、流通、医療・介護、社会インフラ等が挙げられる（図表１参照）8。 

 これまでの機械は、ただ指令を与えられて動く道具であったが、生成ＡＩが自らものを

考え出す道具として登場した事実は大きい。また、生成ＡＩの技術は、コンピュータのデー

タ内に構築された仮想空間「メタバース」、現実のものを仮想空間に再現する「デジタルツ

イン」、人間と対話したり自ら制御システムを組み上げられる自律的なロボットなどの実

現を行う「ロボティックス」、自動車、船舶、航空機などが操縦者を置かずに自動制御で移

動する「自動運転」などへの応用を通して、社会に様々な影響をもたらすとされてもおり、

これらの市場規模も大幅な成長が見込まれている9。 

 
とする」としている。このほか、米国大統領経済諮問委員会（ＣＥＡ）は、「データを投入し、統計的ないし

は数値計算手法を用いて予測を行う装置」としている。欧州連合（ＥＵ）のＡＩ規則（Regulation (ＥＵ) 

2024/1689）（以下「ＥＵ・ＡＩ規則」という。）においては、ＡＩを「推測、学習、計画、創造等の人のよう

な能力を発揮する、一部の機械が持っている能力」と定義している。さらに、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

では、「ＡＩシステムとは、予測、コンテンツ、提案ないしは意思決定といった成果物を生み出す手法を推定

するもの」と定義している（内閣府政策統括官（経済財政分析担当）『世界経済の潮流 2024年Ⅰ ＡＩで変わ

る労働市場』（令6.7）３頁）。 

なお、本稿で「ＡＩ」と記述する場合、その「ＡＩ」が「生成ＡＩ」を含むか否かについては判読の障害

になるほどのものでないと思われるため、特に厳格に使い分けていない。 
5 独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）「ビジネス短信」（令5.3.29）<https://www.jetro.go.jp/biznews/

2023/03/2341e08d43942dfe.html>（本稿におけるＵＲＬの最終アクセス日は、令和６年９月３日。以下同じ。） 
6 JEITA報道資料（令5.12.21）<https://www.jeita.or.jp/japanese/topics/2023/1221-2.pdf>。令和６年版情

報通信白書（前掲脚注１）163～164頁でも、世界のＡＩの市場規模（売上高）が2023年の約2,080億ドルから

2030年には約１兆8,470億ドルへと約９倍に成長するとの見込みや、世界の生成ＡＩの市場規模が2023年の

約670億ドルから2032年には約１兆3,040億ドルへと約19倍も成長するとの見込が紹介されている。 
7 世界経済の潮流2024（前掲脚注４）３頁 
8 令和６年版情報通信白書（前掲脚注１）39頁では、生成ＡＩの市場規模について、2027年に1,200億ドルに達

するとするボストンコンサルティンググループの分析を紹介し、市場規模として「金融・銀行・保険」、「ヘ

ルスケア」、「コンシューマー」の順で続くとしている。市場規模の順位こそ全く同じではないが、金融業が

上位に位置することでは一致している。 
9 世界のメタバースの市場規模は2022年の461億ドルから2032年には5,078億ドルに、世界のロボティクス市場

規模は2022年の373.6億ドルから2028年には655.9億ドルに、世界の自動運転車の市場規模については2022年

の272.5億ドルから2026年には618.7億ドルに、それぞれ拡大すると見込まれている（令和６年版情報通信白

書 （前掲脚注１）42、44、45頁）。 
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図表１ 世界における生成ＡＩの利活用分野別需要額の見通し 

利用分野 2023年 2030年 

製造 24億ドル 507億ドル 

金融 19億ドル 439億ドル 

通信・放送 23億ドル 320億ドル 

流通 12億ドル 253億ドル 

医療・介護 ８億ドル 184億ドル 

社会インフラ ９億ドル 180億ドル 

公共 ５億ドル 98億ドル 

教育 ２億ドル 51億ドル 

その他 ４億ドル 78億ドル 

（出所）JEITA報道資料（令5.12.21）<https://www.jeita.or.jp/japanese/topics/2023/1221-2.pdf>より作成 

 

 一方、我が国については、2030年代に人口減少が加速することが見込まれ、生産性上昇

率が高まらず、労働参加の拡大や出生率の向上も十分でないという前提に立てば、潜在成

長率10は長期にわたりゼロ近傍の低成長に陥りかねないとの危機感が示されている。そし
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２．ＡＩ化に向けた取組 

経済成長のけん引役として期待されるＡＩであるが、ＡＩ導入の前提となるデジタル化

 
10 潜在的なＧＤＰとは、「中期的に持続可能とされる経済活動の規模のことで、いわば一国の経済の基礎体力

（実力）を表す推計値」とされる。言い換えると、一国が財・サービスを生産するために必要な各生産要素

（①資本投入、②労働投入、③全要素生産性（Total Factor Productivity、ＴＦＰ）を、それぞれ過去の平

均的な水準で供給した場合に実現できると推計されるＧＤＰ（Ｙ）のことである。資本投入（Ｋ）は政府や

企業が保有する設備（資本ストック）の量、労働投入（Ｌ）は就業者数と就業時間を乗じたもの、ＴＦＰ（Ａ）

は技術革新による生産効率とされる。これらの関係は、生産関数Ｙ＝ＡＦ（Ｋ，Ｌ）で表すことができる。

Ａ、Ｋ、Ｌの各要素が増加すればＹの値が大きくなり、減少すればＹの値が小さくなる。また、Ａ、Ｋ、Ｌ

がＹの値の成長に対し、どれだけ寄与したかという寄与度の和が潜在成長率になるとされる（公益財団法人

国際通貨研究所ウェブサイト<https://www.iima.or.jp/abc/sa/10.html>、滝澤美帆「全要素生産性の定義・

算出方法」（公益財団法人日本生産性本部ウェブサイト<https://www.jpc-net.jp/research/rd/db/pdf/inde

x_jamp01_2.pdf>）より作成。）。 
11 「経済財政運営と改革の基本方針2024 ～賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現～」（令和６年６月21

日閣議決定）（以下「骨太方針2024」という。）２～３頁。将来的にＬが加速度的に低下するので、Ｌを高齢

者及び女性の労働参加並びに出生率の回復でなんとか保たせつつも、技術革新でＡを、企業の投資促進でＫ

をそれぞれ引き上げて、Ｙを成長させれば、税収が増え、財政見通しが改善し、国債の新たな調達や借換え、

積立金だけでは賄いきれなくなった年金への財政支出などがどうにか維持できるということであろう。 
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については、我が国は、国際的に後塵を拝する結果となっていると指摘されている。 

例えば、日本、米国、ドイツ、中国の企業におけるデジタル化の取組状況についての調

査結果によると、日本ではデジタル化に関連する取組を未実施（「実施していない、今後実

施を検討（10.6％）」、「実施していない、今後も予定なし（39.7％）」の合計）と回答した

割合が約50％となり、比較対象国に比べてデジタル化が遅れているとされている12（図表２

参照）。 

なお、企業規模別にみると、大企業では約25％、中小企業では約70％が「未実施」と回

答しており、企業の規模によりデジタル化の取組状況に差異が生じているとされる13。 

政府も、例えば、ＡＩ戦略2022では、「新型コロナウイルス感染症への対応で露見したの

は、我が国のデジタル化の信じ難い遅れであり、これは官民双方に見られる。」、「人口減少

と高齢化により急激に縮小する国内市場と労働人口、財政の極端な悪化という内在的要因

もあり、国としての体力が奪われている状態にある。さらに、デジタル化やＡＩ化の遅れ

など、大きな変化への対応が決定的に遅れていると言わざるを得ない。」などの認識を示し

ている14。 

 こうしたデジタル化の遅れに対し、官民挙げての取組が行われている。特に国際社会で

ＡＩに関する枠組み形成を我が国がリードできるように、政府はその取組を大きく進めて

いる。 

 

図表２ デジタル化の取組状況（各国比較） 

 
（出所）令和６年版情報通信白書（前掲脚注１）181頁より抜粋 

 

 

 
12 令和６年版情報通信白書（前掲脚注１）180～181頁。国際通貨基金（ＩＭＦ）によると、米国、中国及びド

イツは、2024年のＧＤＰにおいて日本のＧＤＰを上回ると推計されている国々である（ＩＭＦウェブサイト

<https://www.imf.org/external/datamapper/NGDPD@WEO/OEMDC/ADVEC/WEOWORLD>）。 
13 令和６年版情報通信白書（前掲脚注１）181頁 
14 ＡＩ戦略2022 ４、９頁 
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12 令和６年版情報通信白書（前掲脚注１）180～181頁。国際通貨基金（ＩＭＦ）によると、米国、中国及びド
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13 令和６年版情報通信白書（前掲脚注１）181頁 
14 ＡＩ戦略2022 ４、９頁 

 

（１）広島ＡＩプロセスによる国際社会でのＡＩに関する枠組み形成 

2023年５月、Ｇ７広島サミットにおいて、生成ＡＩの急速な発展と普及が国際社会全体

にとって重要な課題となっていることを踏まえ、生成ＡＩに関する国際的なガバナンスに

ついて議論を行うことを目的とした「広島ＡＩプロセス」が立ち上げられた。その後、Ｇ

７デジタル・技術閣僚会合などを経て、同年12月、「広島ＡＩプロセス包括的政策枠組み」

（以下「包括的枠組」という。）15及びＧ７の今後の取組について示した「広島ＡＩプロセ

スを前進させるための作業計画」が取りまとめられ、Ｇ７首脳声明（2023年12月６日）で

承認された。 

Ｇ７が目指すのは、Ｇ７各国が共有する民主的価値に沿った、安全、安心で、信頼でき

るＡＩという共通のビジョンと目標を達成することにある。包括的枠組は、高度なＡＩシ

ステムが我々の社会や経済に与える影響に対処するためのＡＩ開発国際指針、全関係者向

け国際指針及び国際行動規範を含む、初の国際的枠組であると評価されている16。 

なお、ＡＩ開発国際指針は、高度なＡＩシステムの設計、開発、導入において、法の支

配、人権、適正手続、多様性、公平性、無差別、民主主義、人間中心主義が尊重されるべ

きであり、組織17は、民主主義の価値観を損ない、個人や地域社会に特に有害で、テロリズ

ムを助長し、犯罪的な悪用を可能にし、安全、セキュリティ、人権に重大なリスクをもた

らすような方法で、高度なＡＩシステムを開発・導入すべきでなく、容認できないとして

いる。また、国家は人権が十分に尊重され保護されるよう国際人権法上の義務を遵守しな

ければならず、民間部門の活動は国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」18やＯＥＣＤ

の「多国籍企業行動指針」19等の国際的枠組みに沿ったものでなければならないとしてい

 
15 包括的枠組は、①生成ＡＩに関するＧ７の共通理解に向けたＯＥＣＤレポート（ＯＥＣＤ“Ｇ７ Hiroshima 

Process on Generative Artificial Intelligence (AI) ”OECD publishing, September 7,2023）、②「高度

なＡＩシステムを開発する組織向けの広島プロセス国際指針」（2023年10月30日）（以下「ＡＩ開発国際指針」

という。）及び「全てのＡＩ関係者向けの広島プロセス国際指針」（2023年12月１日）（以下「全関係者向け国

際指針」という。）、③「高度なＡＩシステムを開発する組織向けの広島プロセス国際行動規範」（2023年10月

30日）（以下「国際行動規範」という。）、④偽情報対策に資する研究の促進等のプロジェクトベースの協力、

の４要素から構成されている（総務省「広島ＡＩプロセスについて」（第７回ＡＩ戦略会議資料１－１、令

5.12）２～３頁）。 
16 「Ｇ７首脳声明」（2023年12月６日）11頁<https://www.soumu.go.jp/hiroshimaaiprocess/pdf/document06.

pdf>。 
17 「組織」とは、最も高度なＡＩシステムを開発・利用する組織のことであり、学術界、市民社会、民間部門、

公共部門の主体等が含まれるとされている。 
18 「ビジネスと人権に関する指導原則」は、国連事務総長特別代表に任命されたハーバード大学ケネディスクー

ルのジョン・ラギー教授が、2011年の第17回人権理事会に提出して、関連の決議において支持された報告書

である。人権を尊重する企業の責任について記載されている（詳細は、「ビジネスと人権に関する指導原則：

国連「保護、尊重及び救済」枠組みの実施（仮訳）」（外務省ウェブサイト<https://www.mofa.go.jp/mofaj/

files/000062491.pdf>）を参照。）。 
19 「ＯＥＣＤ責任ある企業行動に関する多国籍企業行動指針」のことである。1976年、ＯＥＣＤが、企業に期

待される責任ある行動を自主的にとるよう勧告するため参加国の多国籍企業に対して策定し、これまでに６

回、改訂されている。法的な拘束力はないものの、一般方針、情報開示、人権、雇用及び労使関係、環境、

贈賄及びその他の形態の腐敗の防止、消費者利益、科学、技術及びイノベーション、競争、納税等、幅広い

分野における責任ある企業行動に関する原則と基準を定めている。ＯＥＣＤ加盟国38か国に加え、非加盟国

13か国が参加している（令和６年２月27日時点）（外務省ウェブサイト<https://www.mofa.go.jp/mofaj/gai

ko/csr/housin.html>）。 
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る。そして、各組織に対し、リスクに見合った形で11の原則20を遵守するよう求めている21。 

全関係者向け国際指針は、11の原則が高度なＡＩシステム開発者だけでなく、全ての関

係者に適時適切に、適切な範囲で、適用されるべき旨を定めるとともに、追加的に「高度

なＡＩシステムの信頼でき責任ある利用を促進し、貢献する」という第12の原則を定めて

いる22。 

また、2024年６月に開催されたＧ７プーリアサミット（議長国イタリア）の成果文書「Ｇ

７プーリア首脳コミュニケ」でも、広島ＡＩプロセスの成果は引き継がれ、「広島ＡＩプロ

セスの成果を前進させることの重要性を認識しつつ、我々は、そのフレンズグループ23によ

り示されたように、Ｇ７を超えた国や組織からの支持を歓迎する」とされている24。 

 

（２）政府による最近の国内における主な取組 

政府による最近の国内における主な取組としては、ＡＩを重要な先端技術としてその開

発や利用を促進する年次の取組として「統合イノベーション戦略 2024」（令和６年６月４

日閣議決定）25（以下「統合戦略2024」という。）、経済成長を実現するための年次の取組と

して「経済財政運営と改革の基本方針2024～賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現

～」（令和６年６月21日閣議決定）（以下「骨太方針2024」という。）などが挙げられる。ま

た、「ＡＩ戦略会議（イノベーション政策強化推進のための有識者会議）」（以下「ＡＩ戦略

会議」という。）における議論の動向も我が国のＡＩ政策を大きく決定付けている26。 

 ア 統合戦略2024における取組 

統合戦略2024では、ＡＩを重要な先端技術としてその開発や利用を促進する面から、

「先端科学技術の戦略的な推進」、「知の基盤（研究力）と人材育成の強化」、「イノベー

ション・エコシステムの形成」の三つの基軸で引き続き政策を推進していくとともに、

三つの強化方策として、「重要技術に関する統合的な戦略」、「グローバルな視点での連携

 
20 ＡＩ開発国際指針２～４頁 
21 ＡＩ開発国際指針１～２頁 
22 全関係者向け国際指針１～２頁 
23 安全、安心で信頼できるＡＩの実現に向け、広島ＡＩプロセスの精神に賛同する国々の自発的な枠組みであ

る「広島ＡＩプロセス・フレンズグループ」のことである。参加する国・地域は、2024年６月時点で53に及

んでいる。 
24 「Ｇ７プーリア首脳コミュニケ（仮訳）」25頁（外務省ウェブサイト<https://www.mofa.go.jp/mofaj/files

/100704489.pdf>） 
25 「統合イノベーション戦略2024」は、「第６期科学技術・イノベーション基本計画」（令和３年３月26日閣議

決定）の実行計画である４年目の年次戦略として位置付けられている。なお、「科学技術・イノベーション基

本計画」は、科学技術・イノベーション基本法（平成７年法律第130号）に基づき、科学技術・イノベーショ

ン創出の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、科学技術・イノベーション創出の振興に

関する基本的な計画として、政府にその策定が義務付けられているものである。「第６期」とは、令和３年度

から令和７年度までの５年間である。ただし、令和３年の改正で、同法は「科学技術基本法」から改題され

ているが、そのときに計画名も「科学技術基本計画」から「科学技術・イノベーション基本計画」へと改正

されている。「科学技術基本計画」は、第１期（平成８～12年度）、第２期（平成13～17年度）、第３期（平成

18～22年度）、第４期（平成23～27年度）、第５期（平成28年度～令和２年度）の計画がそれぞれ策定された。 
26 令和５年５月11日の第１回ＡＩ戦略会議に出席した岸田文雄内閣総理大臣は、「本有識者会議で引き続き御

議論いただく内容や成果を、統合イノベーション戦略、骨太方針等の政府方針や、国際ルール作りに反映さ

せたいと思っています」（第１回ＡＩ戦略会議議事要旨（令5.5.11）８頁）と述べており、政府がＡＩ政策を

進める上で、非常に重要に扱われる有識者会議であると言える。 
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日閣議決定）25（以下「統合戦略2024」という。）、経済成長を実現するための年次の取組と

して「経済財政運営と改革の基本方針2024～賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現

～」（令和６年６月21日閣議決定）（以下「骨太方針2024」という。）などが挙げられる。ま

た、「ＡＩ戦略会議（イノベーション政策強化推進のための有識者会議）」（以下「ＡＩ戦略

会議」という。）における議論の動向も我が国のＡＩ政策を大きく決定付けている26。 

 ア 統合戦略2024における取組 

統合戦略2024では、ＡＩを重要な先端技術としてその開発や利用を促進する面から、

「先端科学技術の戦略的な推進」、「知の基盤（研究力）と人材育成の強化」、「イノベー

ション・エコシステムの形成」の三つの基軸で引き続き政策を推進していくとともに、

三つの強化方策として、「重要技術に関する統合的な戦略」、「グローバルな視点での連携

 
20 ＡＩ開発国際指針２～４頁 
21 ＡＩ開発国際指針１～２頁 
22 全関係者向け国際指針１～２頁 
23 安全、安心で信頼できるＡＩの実現に向け、広島ＡＩプロセスの精神に賛同する国々の自発的な枠組みであ

る「広島ＡＩプロセス・フレンズグループ」のことである。参加する国・地域は、2024年６月時点で53に及

んでいる。 
24 「Ｇ７プーリア首脳コミュニケ（仮訳）」25頁（外務省ウェブサイト<https://www.mofa.go.jp/mofaj/files

/100704489.pdf>） 
25 「統合イノベーション戦略2024」は、「第６期科学技術・イノベーション基本計画」（令和３年３月26日閣議

決定）の実行計画である４年目の年次戦略として位置付けられている。なお、「科学技術・イノベーション基

本計画」は、科学技術・イノベーション基本法（平成７年法律第130号）に基づき、科学技術・イノベーショ
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26 令和５年５月11日の第１回ＡＩ戦略会議に出席した岸田文雄内閣総理大臣は、「本有識者会議で引き続き御

議論いただく内容や成果を、統合イノベーション戦略、骨太方針等の政府方針や、国際ルール作りに反映さ

せたいと思っています」（第１回ＡＩ戦略会議議事要旨（令5.5.11）８頁）と述べており、政府がＡＩ政策を

進める上で、非常に重要に扱われる有識者会議であると言える。 

 

強化」、「ＡＩ分野の競争力強化と安全・安心の確保」を推進していくとしている。 
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29

と諸外国のＡＩＳＩ等の国際的なネットワークを構築し、ＡＩの安全性確保に向けた方

策を検討することなどとしている30。 

また、第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）では、

科学技術・イノベーション政策の推進体制を強化していくに当たって、官民連携により

推進する分野別戦略としてＡＩ技術を掲げ、その取組として、①同基本計画期間中は、

「「ＡＩ戦略2019」31に掲げた教育改革、研究体制の再構築、社会実装、データ関連基盤

 
27 具体的な取組は、統合戦略2024 ５～６頁を参照。 
28 具体的な取組は、統合戦略2024 ６～７頁を参照。 
29 ＡＩセーフティ・インスティテュート (ＡＩＳＩ)は、安全、安心で信頼できるＡＩの実現に向けて、ＡＩ

の安全性に関する評価手法や基準の検討・推進を行うための機関であり、令和５年12月21日開催の第７回Ａ

Ｉ戦略会議で、岸田総理からＡＩＳＩの設立が表明されたことを受けて、令和６年２月14日に発足した。統

合戦略2024に基づき、ＡＩＳＩはＡＩの安全性の中心的機関として独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）

に設置され、専門人材の確保、技術的知見の集約等を推進している（ＡＩＳＩウェブサイト< 

https://aisi.go.jp/home/aboutus/>より作成）。 
30 具体的な取組は、統合戦略2024 ７頁を参照。 
31 「ＡＩ戦略2019～人・産業・地域・政府全てにＡＩ～」（令和元年６月11日統合イノベーション戦略推進会

議決定）のこと。同戦略では、「人間中心のＡＩ社会原則」（平成31年３月29日統合イノベーション戦略推進

会議決定）（以下「人間中心のＡＩ社会原則」という。）に基づき、人材育成、産業競争力強化、技術体系の

確立、ＡＩ政策加速化のための国際的リーダーシップの発揮の四つの戦略目標を掲げ、教育改革、研究開発

体制の再構築、社会実装、データ関連基盤整備、デジタル・ガバメント、中小企業・ベンチャー企業支援、



立法と調査　2024.9　No.469
10

 

整備、倫理等に関する具体目標を実現すべく、関係府省庁等での各取組を進めていく」、

②「深層学習の原理解明による次世代の機械学習アルゴリズム32、同時通訳等の高度な自

然言語処理、医療やものづくり分野等への適用に重要な信頼性の高いＡＩ等の諸外国に

伍する先端的な研究開発や人材・研究環境・データの確保・強化など、戦略の進捗状況

やＡＩの社会実装の進展等を踏まえた不断の見直しを行い、国民一人ひとりがＡＩの具

体的な便益を実感できるよう、戦略を推進していく」としている33。統合戦略2024では、

「別添 Society 5.034の実現に向けた科学技術・イノベーション政策」において、同基

本計画に掲げられた取組に関する「実施状況・現状分析」と「今後の取組方針」を示し

ている。そこでは、「ＡＩに関する暫定的な論点整理」（後述）（以下「論点整理」という。）

に基づき、各施策を推進中、あるいは、今後推進するとしている35。 

 イ 骨太方針2024における取組 

 骨太方針2024は、政府が実施する取組を、社会課題への対応を通じた持続的な経済成

長の実現に向けたものと、中長期的に持続可能な経済社会の実現に向けたものとに分け

ているが、本稿では、両者を特に区別せず、主なものを取り上げることとする。 

まず、ＡＩ・半導体について、次の取組などを行うこととしている36。 

①統合戦略2024に基づき、官民連携の下、データ整備を含む研究開発力の強化・利活

用の促進、計算資源の大規模化・複雑化に対応したインフラの高度化、個人のスキ

ル情報の蓄積・可視化を通じた人材の育成・確保を進めること。 

②ＡＩ事業者ガイドライン（後述）に基づく事業者の自発的な取組を基本としつつ、

ガードレールとなる制度の在り方や安全性の検討、偽・誤情報の対策、知的財産権

等への対応を進めること。 

③広島ＡＩプロセス等の成果に基づき、ＡＩＳＩを活用した安全性評価を含め国際的

 
倫理において具体的目標と取組を取りまとめている。人間中心のＡＩ社会原則は、「ＡＩ社会原則」と「ＡＩ

開発利用原則」からなる。ＡＩ社会原則は、「AI-Readyな社会」（社会全体がＡＩによる便益を最大限に享受

するために必要な変革が行われ、ＡＩの恩恵を享受している、又は、必要な時に直ちにＡＩを導入しその恩

恵を得られる状態にある「ＡＩ活用に対応した社会」を意味する）において、国や自治体を始めとする我が

国社会全体、更には多国間の枠組みで実現されるべき社会的枠組みに関する原則とされる。そして、①人間

中心の原則、②教育・リテラシーの原則（ここでのリテラシーとはＡＩを正確に理解し、正しく対応できる

能力の意味）、③プライバシー確保の原則、④セキュリティ確保の原則、⑤公正競争確保の原則、⑥公平性、

説明責任及び透明性の原則、⑦イノベーションの原則を挙げている。ただし、ＡＩ開発利用原則については、

多くの国、団体、企業等において議論中であり、早急に国際的なコンセンサスを醸成して、非規制的で非拘

束的な枠組みとして国際的に共有されることが重要であるとして、具体的な記述はなされていない。 
32 機械学習とは、「人間の学習に相当する仕組みをコンピュータ等で実現するものであり、一定の計算方法（ア

ルゴリズム）に基づき、入力されたデータからコンピュータがパターンやルールを発見し、そのパターンや

ルールを新たなデータに当てはめることで、その新たなデータに関する識別や予測等を可能とする手法」（総

務省『令和元年版情報通信白書』（令元.7）83頁）であるとされていることから、機械学習アルゴリズムとは、

ＡＩの機械学習における計算手順のことである。 
33 第６期科学技術・イノベーション基本計画77頁 
34 「Society 5.0」とは、狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情

報社会（Society 4.0）に続く新たな我が国が目指すべき未来社会の姿とされる。第５期科学技術基本計画

（平成28年1月22日閣議決定）において、「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシステムによ

り、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会」として提唱された（内閣府<https://www8.ca

o.go.jp/cstp/society5_0/index.html>）。 
35 詳細については、統合戦略2024 131～137頁を参照。 
36 骨太方針2024 12頁 
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な連携・協調に向けたルール作りについて、主導的な役割を果たすこと。 
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な視点で強力に推進するとしている43。 

医療分野では、ＡＩホスピタル44の社会実装の推進、創薬ＡＩプラットフォーム45の整
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化・高度化についてＡＩ等の新技術の活用に取り組むとしている47。 

さらに、行政分野において、ＡＩ・ＲＰＡ48等のデジタル技術の徹底実装による自治体

 
37 骨太方針2024 10頁 
38 ＡＩオンデマンド交通とは、ＡＩを活用した効率的な配車により、利用者予約に対し、リアルタイムに最適

配車を行うシステムのことである（国土交通省ウェブサイト<https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/japanm

aas/promotion/measures/index.html>）。 
39 骨太方針2024 14、19頁 
40 「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」（令和元年12月５日閣議決定）で打ち出された教育ＤＸ政策であ

る。学校において高速大容量の通信ネットワーク等を整備するとともに、生徒１人１台端末を持ち、多様な

子供たちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実現する

構想のことである（文部科学省ウェブサイト<https://www.mext.go.jp/a_menu/other/1413144_00001.htm>

内の各文書より作成）。 
41 骨太方針2024 14頁 
42 Beyond 5G（６Ｇ）とは、2030年代に導入される次世代の情報通信インフラであり、あらゆる産業や社会活

動の基盤となることが見込まれている（総務省ウェブサイト<https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/icts

eisaku/B5G_sokushin/index.html>）。 
43 骨太方針2024 18頁 
44 「ＡＩホスピタル」とは、医学・工学・薬学・ゲノム研究などの急速な進歩に伴って高度化・複雑化・先進

化・多様化している医療分野において、ＡＩ・ＩｏＴ・ビッグデータ技術を駆使して開発される新しい診療

補助・治療支援システム等により、医療者の負担軽減を図ることで、医療の質の確保、国際競争力の向上等

を目指す総合的なプロジェクトのことを指している（日本医師会ＡＩホスピタルセンターウェブサイト<htt

ps://www.jmacai.med.or.jp/aihospital>より作成。）。ＡＩ化された病院施設のことではない。 
45 「創薬ＡＩプラットフォーム」とは、複数の創薬ＡＩ（リガンド（がん細胞を認識する抗体等）の情報を含

む。）を開発し、それらを統合するプラットフォームのことである（骨太方針2024 44頁）。 
46 骨太方針2024 14、44頁 
47 骨太方針2024 49頁 
48 ＲＰＡ（Robotics Process Automation）は、これまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフトウ

ウェアのロボットにより自動化するものである（「ＩＣＴトピック「ＲＰＡ（働き方改革：業務自動化による

生産性向上）」」『Ｍ-ＩＣＴナウ』vol.21（平30.5.15）<https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02tsu

shin02_04000043.html>より作成。）。 
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ＤＸの推進等を通じた住民の利便性向上と行財政効率化の両立を実現するとともに、Ａ

Ｉ等を活用した統計データの利活用など公的統計ＤＸを促進するとしている49。 

 ウ ＡＩ戦略会議の議論の動向 

  ＡＩ戦略会議は、前述したとおり国内のＡＩ政策の司令塔として立ち上げられた有識

者会議であり、論点整理は、前述のように、第６期科学技術・イノベーション基本計画

における取組の基礎となっており、非常に重要な位置付けの文書になっていると言える。 

論点整理は、現在考えられるリスクとＡＩの開発・提供・利用に当たっての必要な環

境整備を中心とした論点が取りまとめられ、整理されたものであるが、「単に課題を羅列

したものではなく、基本的な考え方や進め方などを可能な限り提案」したものであり、

政府関係者の参考となるだけでなく、幅広い各界各層における更なる議論に資するもの

となることが期待される旨が述べられている。 

論点整理は、「基本的な考え方」を示した後、「主な論点の整理」として、「リスクへの

対応」、「ＡＩの利用」、「ＡＩ開発力」について提言などを行っている。 

「基本的な考え方」としては、①我が国が「広島ＡＩプロセス」などを通じ、国際的

なルール構築に向けた主導的役割を発揮すること、②生成ＡＩの開発・提供・利用を促

進するためにも、生成ＡＩの懸念やリスクへの適切な対応（既存法令・ガイドラインの

遵守の促進、新技術が引き起こす問題に対応できる新技術の開発・普及など）を行うこ

と、③ＡＩの影響が広範に及ぶことから、ＡＩ開発者、ＡＩサービス提供者、企業や個

人などＡＩサービス利用者など多様な関係者を巻き込んだ迅速かつ柔軟な対応を行うこ

とを示している。 

「リスクへの対応」については、特に「リスク対応の基本方針」を示し、ＡＩ開発者・

サービス提供者・利用者等自らリスクを評価し、ガバナンス機能を発揮することが求め

られるとし、既存の法制度・体制等で対処した後、それだけでは対応できない可能性が

ある場合に、諸外国の検討なども参考に対応を検討すべきであるなどと整理している。

また、ＡＩの透明性と信頼性の確保のため、ＡＩ開発者・サービス提供者には、既存法

令・ガイドラインに則った積極的な情報開示を求めたいとした上で、政府による主要な

ＡＩ開発者・サービス提供者に対する働きかけも検討すべきなどとしている。 

また、懸念されるリスクの具体例として、次の７項目を挙げつつ、そのそれぞれにつ

いて行われるべき対応を提言している50。 

①機密情報の漏洩や個人情報の不適正な利用のリスク  

②犯罪の巧妙化・容易化につながるリスク  

③偽情報などが社会を不安定化・混乱させるリスク  

④サイバー攻撃が巧妙化するリスク  

⑤教育現場における生成ＡＩの扱い  

⑥著作権侵害のリスク  

⑦ＡＩによって失業者が増えるリスク 

 
49 骨太方針2024 50、52頁 
50 論点整理 10～13頁 
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49 骨太方針2024 50、52頁 
50 論点整理 10～13頁 

 

「ＡＩの利用」については、医療・介護、行政、教育、金融、製造等のデータ連携基

盤の構築、ＤＦＦＴ構想51の具体化、人材育成、スタートアップの事業環境整備を進める

べきことや、幅広い世代が生成ＡＩの恩恵を享受できるよう、スキル・リテラシーを身

に付けることが大切であることなどを提言している。 

「ＡＩ開発力」については、政府がＡＩ開発におけるインフラとも言うべき計算資源

とデータの整備・拡充を行うことが最も重要であること、計算資源を活用するための電

力調達が課題となること、開発に用いることのできる日本語を中心とするデータの整備・

拡充を進めるべきことなどを提言している。 

また、これまで、「日本は、民主主義や基本的人権等の観点からは欧米と同様の立場で

ある一方、文化や社会規範の差異により、ＡＩに対する社会認識という点では、欧米と

は異なる文化圏にある」、「ＡＩガバナンス52の方向性として、欧州が法的拘束力の強い

ハードローを志向しているのに対し、日本は現時点では、ＡＩガバナンスに関する横断

的な法規制によるアプローチではなく、民間事業者の自主的な取組を重んじるソフト

ローアプローチを志向」しているなどとされてきたが53、ＡＩ戦略会議は、ＡＩ制度の在

り方についての議論に着手している。ＡＩ制度研究会を令和６年８月２日に立ち上げて、

合同会議を開催し、令和６年秋の中間とりまとめに向け議論が行われる見込みである54。 

 

３．ＡＩの社会実装と国民生活への影響 

 日本の生成ＡＩ市場でも需要拡大が見込まれており55、官民において、今後、加速度的に

その導入が行われていくと思われる。そこで、本稿では、ＡＩの社会実装と国民生活への

影響として、（１）ＡＩの社会実装が男女の賃金格差を助長するおそれと、（２）ＡＩの社

会実装に係る消費者保護の在り方について、それぞれ考察を試みたい。 

 

（１）ＡＩの社会実装が男女の賃金格差を助長するおそれ 

 ＡＩ戦略2022では、ＡＩの社会実装の推進に臨む姿勢として、日本においてＡＩの実装

 
51 ＤＦＦＴ（Data Free Flow with Trust：信頼性のある自由なデータ流通）とは、「プライバシーやセキュリ

ティ、知的財産権に関する信頼を確保しながら、ビジネスや社会課題の解決に有益なデータが国境を意識す

ることなく自由に行き来する、国際的に自由なデータ流通の促進を目指す」というコンセプトのことである

（デジタル庁ウェブサイト<https://www.digital.go.jp/policies/dfft>）。 
52 ＡＩガバナンスとは、ＡＩの利活用によって生じるリスクをステークホルダーにとって受容可能な水準で管

理しつつ、そこからもたらされる正のインパクト（便益）を最大化することを目的とする、ステークホルダー

による技術的、組織的及び社会的システムの設計並びに運用を指す（ＡＩ事業者ガイドライン９頁）。 
53 令和６年版情報通信白書（前掲脚注１）62頁 
54 ＡＩ戦略会議（第11回）・ＡＩ制度研究会（第１回）合同会議（以下「ＡＩ戦略・研究合同会議」という。）

議事要旨（令6.8.2）10頁。内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「ＡＩ政策の現状と制度課題」（第

11回ＡＩ戦略会議資料１、令6.8.2）10頁では、「様々な有識者・専門家の意見を聴取し、議論（今秋に中間

とりまとめ）」としている。同頁では、ＡＩ制度の在り方の「基本的な考え方」に「アジャイルでフレキシブ

ルなガイドラインを最大限活用」、「リスクに応じて必要な法規制の在り方を検討」、「リスクへの対応とイノ

ベーション促進を両立」、「急速な技術・ビジネスの変化と多様性に対応」、「国際相互運用性の確保」、「広島

ＡＩプロセス国際指針等を遵守」を挙げている。 
55 JEITA報道資料（令5.12.21）<https://www.jeita.or.jp/japanese/topics/2023/1221-2.pdf>によると、日

本の生成ＡＩ市場の需要額見通しは、2023年の1,188億円から2030年には１兆7,774億円になると予想されて

いる。 
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を進めるためには、ＡＩに関する三つの思い込みを捨てることが必要であると説いている。

そのうちの一つ56が、「ＡＩは人の仕事を代替する」という思い込みだとしている57。ただ、

ＡＩによる仕事の代替性58や補完性59は、職種によって異なると考えられ、ＡＩによる仕事

の補完性の高まりのみを説くＡＩ戦略2022の主張を、そのまま真に受けて良いのだろうか。

すなわち、ＡＩ戦略2022のように、ＡＩは労働代替を起こさないものであるという「思い

込み」を捨てて、ＡＩ導入を促進した結果、やはり労働代替が生じて、市場が急成長する

裏側で多くの労働者が影響を受けたとしよう。もし、男性労働者よりも女性労働者の受け

る負の影響が大きければ、男女の賃金格差を是正するという政策の方向性が、ＡＩの導入

促進政策によって打ち消されてしまわないかというのが、ここでの問題意識である。 

ア ＡＩの影響は男性労働者よりも女性労働者の方が大きい 

  世界経済の潮流2024（前掲脚注４）では、国際的には、男女別に見ると、女性の方が

ＡＩの影響を受けやすいとの研究結果が紹介されている。 

  例えば、「生成ＡＩ技術で潜在的に代替可能な仕事に就いている世界の就業者の割合

について、女性は3.7％と男性の1.4％よりも高い」ことや、「所得水準を問わず全ての国

で、女性の方が男性よりも代替可能性が高い職業に就く割合が高く、また、補完可能性

が高い職業に就く割合も高い」ことが紹介されている60。 

また、ＣＥＡは、「女性の方が男性よりもＡＩの影響が大きくかつ求められる成果が小

さい業務（High-AI-Exposure with low performance requirements）に就く割合が高い

ため、女性労働者の方がＡＩに代替されるリスクにより多く直面していることを指摘し

ている」とされる。さらに、国連教育科学文化機関（UNESCO）は、「定型的な作業の割合

が高く、ＡＩにより代替される可能性が高い事務補助員やサービス従事者等の職業従事

者は、男性よりも女性の方が多いことから、女性の仕事はＡＩ技術に代替される可能性

 
56 ＡＩ戦略2022で掲げる三つの思い込みのうち、ほかの二つは「技術者だけがＡＩを深く理解できる」という

思い込みと「ＡＩの利活用においては膨大なデータを持っていなければ勝てない」という思い込みである。 
57 ＡＩ戦略2022は、「ＡＩの精度が人を凌駕するような場合や、多少の間違いを許容してでも人による作業量

を削減すべきような場合には、ＡＩは人の仕事を代替すべきだろう。しかし、私たちが日常的に行っている

仕事や作業の多くは、非常に広範な情報に基づく判断を必要とし、あるいはわずかの間違いも許容されない

（例えば、外科手術で患者の命を失うような間違いは許容されない。）ようにシビアなものである。このため、

人の仕事を完全に代替し、人が金輪際関わらないことがＡＩの実装であるという認識でいる限り、ＡＩを効

果的に利活用できる場面はごく限られてしまい、社会実装はなかなか進まなくなってしまう。 つまり、ＡＩ

を効果的に利活用し、多種多様な仕事を効率的に処理するためには、「ＡＩは人の仕事を代替する」という思

い込みを捨てることが必要である。たいていの場合、ＡＩは人を助け、人を支援する存在である。人は、Ａ

Ｉと協調していくことで、労力を最小化し、利益を最大化することが可能となる。」と説く。 
58 ＡＩの代替性とは、従来、人が行ってきたタスクのうち、ＡＩを適切に活用することで、更なる効率化が可

能となり、部分的にはほぼ完全な自動化まで実現され得た結果、人手がかからなくなり、ひいては職業の労

働需要が減少する場合、結果としてＡＩが労働者を代替した形となることをいう（世界経済の潮流2024（前

掲脚注４）９頁）。 
59 ＡＩ補完性とは、ＡＩが、翻訳や医療画像の解析、判例検索等において、人の労働を補い、労働者の生産性

を高め、人のタスクや職業を「補完する」機能があることをいう。例えば、医師や裁判官といった社会的な

利害の大きい判断を伴う職業でも将来的には自動化の範囲が広がる可能性はあるものの、完全に自動化され

ることには社会的な抵抗があるため、人の関与が残り、ＡＩは生産性を高める（補完する）可能性が高い。

こうした職業はＡＩの影響から社会的に保護されている（shielded）とされる一方、補完性の高い職業にお

いても、一部のタスクは効率化・自動化され人手がかからなくなるため、雇用は一定程度減少し得るとされ

る（世界経済の潮流2024（前掲脚注４）９頁）。 
60 世界経済の潮流2024（前掲脚注４）28頁 
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を進めるためには、ＡＩに関する三つの思い込みを捨てることが必要であると説いている。
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が高くなるという分析が紹介される一方で、ＡＩが女性の雇用に及ぼす影響は国や地域

によって異なることから、将来の影響を一概に予測することは難しいと指摘している」

とされる61。 

イ ＡＩの影響を受けやすい職業 

  具体的に、ＡＩの影響を受けやすい職業とは何であろうか。 

職業は、物理的タスク（作業）と事務タスクのシェアに応じて分類が可能であるとさ

れるとともに、提供されるサービスも、その種類に応じて、①ＡＩによって自動化され

ても構わないと受け手が感じるものと、②ＡＩによる自動化に受け手が抵抗を感じるも

のと自動化に対するサービスの受け手の抵抗（選好）で分かれるとされる62。 

その一例として、世界経済の潮流2024（前掲脚注４）では、ＡＩによって受ける影響

の大小や代替性又は補完性の違いにより、アメリカ職業情報ネットワーク（Ｏ＊ＮＥＴ）

に基づき職業を３区分している。３区分とは、事務的タスクのシェアが大きく、自動化

による抵抗も少ない「（１）影響が大きく、ＡＩによる代替性が高い職業」、同様に、事 

 

図表３ ＡＩの影響・補完別の職業（主な例） 

 
（出所）世界経済の潮流2024（前掲脚注４）14頁より抜粋・作成 

 
61 世界経済の潮流2024（前掲脚注４）29頁 
62 世界経済の潮流2024（前掲脚注４）11頁 
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務的タスクのシェアが大きいものの、人の意思決定の重要性が高く、ＡＩ任せとするこ

とが社会的に望ましくなく、「（２）影響が大きく、補完性が高い職業」、物理的タスクの

シェアが大きく「（３）影響の小さい職業」である63（図表３参照）。 

この区分によると、前述したＡＩ戦略2022の中で「ＡＩは人の仕事を代替する」とい

う思い込みを捨てるために紹介された外科医は図表３においては医師に含まれており、

これは図表３の（２）に区分されるため、代替される不安が少ない職業を例示している

と言える（脚注57参照）。 

 ウ 我が国におけるＡＩ導入と女性労働者への影響 

  従って、「ＡＩ戦略2022」のような前のめりの考え方ではなく、ＡＩ戦略会議が論点整

理の中で示したように「ＡＩによって失業が増えるリスク」への対応をどうするかを重

要な論点とすべきである。例えば図表３のような３区分ごとの職業の労働者の人数やＡ

Ｉによる仕事の代替状況を数値化し、ＡＩの影響を可視化することが必要であり、それ

を調査・研究した上で、対策を提示するのが国家戦略の役割ではないかと思われる。 

 図表４は、就業構造基本調査の統計の一つから作成した男女別、職業別の正規・非正

規の職員・従業員数である64。図表３は米国の、図表４は日本の職業分類となるが、日米

の職業のそれぞれの内容やＡＩとの関係性にそれほどの違いがないとすれば、図表４に

おいて、ＡＩの影響を大きく受け、代替性が高いとされる図表３の（１）の区分の職業

と同様のものとして考えられる主なものは、事務従事者、販売従事者、サービス職業従

事者などであろう。 

事務従事者は1,364万9,500人（男性556万3,400人、女性808万6,100人）、販売従事者は 

 

図表４ 男女別、職業別の正規・非正規の職員・従業員数（令和４年） 
（単位：千人） 

 正規（男性） 非正規（男性） 正規（女性） 非正規（女性） 

管理的職業従事者 223.0 10.9 25.9 0.6 

専門的・技術的職業従事者 4,860.6 749.9 3,855.8 1,741.1 

事務従事者 4,691.9 871.5 4,700.0 3,386.1 

販売従事者 2,794.5 718.8 1,085.5 2,110.9 

サービス職業従事者 1,051.5 902.4 1,501.4 3,323.6 

保安職業従事者 832.2 268.5 70.9 23.7 

農林漁業従事者 211.2 152.2 90.3 167.1 

生産工程従事者 4,211.5 865.6 820.2 1,451.1 

輸送・機械運転従事者 1,515.5 454.2 49.0 36.8 

建設・採掘従事者 1,409.8 198.6 39.9 11.7 

運搬・清掃・包装等従事者 1,068.3 1,154.3 226.8 1,752.2 

分類不能の職業 527.7 295.5 251.1 463.0 

合計 23,397.7 6,642.4 12,716.8 14,467.9 
（出所）令和４年就業構造基本調査の主要統計表（全国）（参考表）のうち「男女、職業、従業上の地位・雇用

形態別有業者数及び構成比－全国」（令4.10）より作成 

 
63 世界経済の潮流2024（前掲脚注４）13頁 
64 自営業者、家族従事者、会社役員数などは含まない。 
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63 世界経済の潮流2024（前掲脚注４）13頁 
64 自営業者、家族従事者、会社役員数などは含まない。 

 

670万9,700人（男性351万3,300人、女性319万6,400人）、サービス職業従業者は677万8,900

人（男性195万3,900人、女性482万5,000人）となっており、合計で2,713万8,100人（男

性1,103万600人、女性1,610万7,500人）と、正規・非正規の職員・従業員の総数約5,722

万人の半数近くを占めている。 

ところで、我が国の男女の賃金格差（一般労働者）は、男性の賃金水準を100％とした

場合、女性の賃金水準は74.8％であり、長期的に見ると縮小傾向にあるが、９割以上の

スウェーデン、８割以上のフランス、ドイツ、イギリス、米国などの欧米主要国と比較

すると、依然として大きいとされている65。こうしたことから、政府は、男女の賃金格差

の是正を目指し、長年にわたり様々な取組を行ってきている。 

近年の代表的な取組としては、例えば、「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2024（女

性版骨太の方針 2024）」（令和６年６月11日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共

同参画推進本部決定）（以下「女性版骨太の方針2024」という。）や、「女性の職業生活に

おける活躍推進プロジェクトチーム」66の中間取りまとめ（令和６年６月５日）が挙げら

れる。しかし、このいずれにも、ＡＩの導入・普及が女性労働者に及ぼす影響を調査・

分析する旨の記述は特に見られない。 

「女性版骨太の方針2024」では、「今後の我が国を支える成長産業であるデジタル業界

への女性の労働移動を支援し、また、デジタル分野におけるジェンダーギャップの解消

のため、「女性デジタル人材育成プラン」（令和４年４月26日男女共同参画会議決定）67に

基づき、就労に直結するデジタルスキルの習得支援及びデジタル分野への就労支援を令

和４年度から令和６年度末までの３年間集中的に推進する。」としている。これは、デジ

タル田園都市国家構想総合戦略（令和４年12月23日閣議決定）で掲げられた、令和４年

度末から令和８年度末までに累計230万人68のデジタル社会の推進に最低限必要な人数

を育成するという目標を達成するための取組の一環として行われているものである。 

ＡＩの導入・普及から受ける影響を吸収するには図表４を参照すると十分な人数にも

 
65 女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム中間取りまとめ「男女間賃金格差の解消に向けた職場

環境の変革」（令6.6.5）１頁 
66 「女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム」は、女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成27年法律第64号）に基づく施策の推進等により、女性の活躍は進みつつあるが、業界によって取

組の状況に差があるなど実施にあたっての課題があるため、有識者の意見も聴きつつ、各業所管含め省庁横

断的に取組を更に加速するための方策を検討するとともに、女性の活躍の推進に向けた中長期的な論点を整

理するために設置されたプロジェクトチームである。 
67 「女性デジタル人材育成プラン」（令和４年４月26日男女共同参画会議決定）２～６頁では、「Society 5.0」

を実現するために、ＡＩやデータ活用ができるデジタル人材が不可欠であるにも関わらず、日本ではその供

給が十分な状況でなく、デジタル分野でのジェンダーギャップの解消も必要となっているとした上で 、女性
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あるとしている。その上で、デジタルスキル習得支援やデジタル分野への就労支援などを行っていくとして

いる。 
68 デジタル田園都市国家構想総合戦略では、専門的なデジタル知識・能力を有し、デジタル実装による地域の

社会課題解決をけん引する人材を「デジタル推進人材」と位置付け、その育成・確保の数値目標について、

デジタル社会の推進に最低限必要な人数をマクロ的観点から330万人と設定し、既存の情報処理・通信技術者

の人数である約100万人（国勢調査（平成27年）に基づき、職業（小分類）における「システムコンサルタン

ト・設計者」、「ソフトウェア作成者」、「その他の情報処理・通信技術者」の数を合算した人数）との差であ

る230万人について、令和４年度末から令和８年度末までの間に育成を目指すこととしている。 

 なお、230 万人は、男女の区別なく総数として示されている。 
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思えるが、この期間で230万人もデジタル分野への就労者を確保できるほどにデジタル

化による労働の代替が急速に進んでいるのだろうか。 

現在あるいは今後において、もし労働代替が進むとすれば、ＡＩ導入の影響を受ける

のは、正規の職員・従業員よりも、非正規の職員・従業員であろう。図表４の全職業に

おける男性の非正規の職員・従業員約664万人が男性の職員・従業員約3,004万人に占め

る割合は約22％である。これに対し、女性の非正規の職員・従業員約1,447万人が女性の

職員・従業員約2,718万人に占める割合は約53％であり、ＡＩ導入が非正規割合の高い女

性労働者に及ぼす影響は、海外と同様に我が国でも大きそうである。 

 論点整理は、「ＡＩによって失業者が増えるリスク」について、「ＡＩが人間の作業を

代替する可能性は、失業リスクとも考えられる。例えば、従来も点検、審査、調査など

様々な業務（一定の基準や手法に基づき行う業務など）でＡＩの利用拡大によって失業

者が増える可能性が指摘されてきたが、生成ＡＩの登場によって、文書作成、画像制作

など、より広い分野・職種で（創作・創造的な業務においても）失業者が増えるのでは

ないかという懸念がある。生成ＡＩの活用は、これまで参入障壁の高かった専門職にも

及ぶ可能性があるとする指摘もある」とし、「政府は、ＡＩが雇用に与える影響に関する

各種の調査研究等の情報を収集し、必要に応じて対応を検討すべきである。また、業務

がなくなった場合にも新たな働き方ができるよう、リスキリングや人材流動化を、政府

全体の動きともあわせてＡＩの文脈においても検討していくべきである」としている69。 

 米国でも、2023年10月30日、「安全・安心・信頼できるＡＩの開発と利用に関する大統

領令」（Executive Order on the Safe, Secure, and Trustworthy Development and Use 

of Artificial Intelligence、以下「米国大統領令14110号」という。）が発せられ、Ｃ

ＥＡにＡＩの労働市場への影響に関する報告書を作成し、大統領に提出することなどが

定められるとともに、ＡＩが労働者に及ぼす潜在的な負の影響を軽減し、ＡＩの潜在的

な利益を最大化するため、雇用主向けの原則と最良の施策を策定し、公表するとしてお

 
69 論点整理 13頁。井上智洋駒澤大学経済学部准教授は、日本の雇用の未来について、ＩＴ化により事務職（特

に銀行業）が減少するとともに、人手不足の職業ではＩＴ化の進展が遅くて人手不足が解消されず、人手が

余っている職業はＩＴ化が進んで失業がもたらされるという「まだら模様」が2030年ぐらいまで続くとして

いる。また、仮に汎用ＡＩ（後述）が2030年に登場すれば、それ以降、多くの人間の雇用が消滅に向かい、

2045年頃には「内実のある仕事をし、それで食べていけるだけの収入を得られる人が、１割程度しかいない

可能性がある」とし、そうした「脱労働社会」では、「資本を持った少数の人々しか豊かになることができず、

多数派である労働者がむしろ貧しくなるようなディストピアが訪れることになる」としている。また、ＡＩ・

ロボットが人間の労働の大部分を代替すると、インプットはＡＩ・ロボットを含む機械のみで、労働は不要

となる「純粋機械化経済」（フランスの経済学者トマ・ピケティは、「純粋ロボット経済」と命名。）が訪れる

としている（井上智洋『ＡＩ時代の新・ベーシックインカム論』（光文社新書、平成30年）145～169、179～

180頁）。すなわち、脚注10で示した生産関数Ｙ＝ＡＦ（Ｋ，Ｌ）において、人口減少に伴うＬの減少をＡと

Ｋでカバーできれば、経済成長自体は達成可能とも言えるが、ＡＩの代替によるＬの減少が人口減少以上に

進行した場合は、経済が成長していても失業者が発生することになる。そして、「純粋機械化経済」では、生

産関数はＹ＝ＡＦ（Ｋ）となり、労働は経済成長に寄与しなくなる。一方、岩田規久男前日銀副総裁は、人

手不足経済に直面した企業ほどソフトウェア投資を進めて生産性向上に取り組むようになるので、企業が生

産性向上に本気で取り組むようにするためには、積極的な財政政策と金融緩和政策で総需要を拡大させ、徹

底的に人手不足を進めることだとしているが（岩田規久男『「日本型格差社会」からの脱却』（光文社新書、

令和３年）190～191頁）、人手不足と人手余剰のいずれの方がＡＩ化を進めやすい環境と言えるのだろうか。 
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り、ＡＩの労働市場への影響は無視できないものと認識されている70。 

そのため、我が国においても、ＡＩ戦略会議が論点整理で示した失業リスクとそれに

対する政府の対応は、政府のＡＩ推進に関する重要政策により明示的に取り込まれる必

要があるのではないか。特に、ＡＩの導入が男女の賃金格差を助長していることが社会

問題として顕在化すれば、男女の賃金格差是正の観点からＡＩ導入の在り方が問われ、

新たな支援策が必要とされる可能性があることに留意すべきであろう。 

 

（２）ＡＩの社会実装に係る消費者保護の在り方 

  前述したように、現状、ＡＩガバナンスの方向性としては、欧州が法的拘束力の強い

ハードローを志向しているのに対し、現時点で、我が国は、民間事業者の自主的な取組

を重んじるソフトローアプローチを志向しているとされており、消費者の保護について

は、消費者庁が作成したハンドブックによる消費者への啓発や、総務省と経済産業省が

ガイドライン（後述）を作成し、事業者に対してガイドライン遵守の要請などの取組が

行われている。しかし、消費者保護の対策として十分と言えるのだろうか。 

 ア ハンドブックとガイドラインによる消費者保護 

  消費者庁が作成したハンドブックは、令和２年７月に作成された「ＡＩ利活用ハンド

ブック～ＡＩをかしこく使いこなすために～」（以下「ＡＩハンドブック」という。）と

令和６年５月に作成された「ＡＩ利活用ハンドブック～生成ＡＩ編～」（以下「生成ＡＩ

ハンドブック」という。）である。 

  ＡＩハンドブックは、「消費者のデジタル化への対応に関する検討会ＡＩワーキング

グループ」（以下「ＡＩワーキンググループ」という。）71の報告書において、消費者がＡ

Ｉの特性や消費生活に取り入れるメリットとリスクを評価した上で、ＡＩを賢く使いこ

なすことを可能とする情報の在り方や伝え方を中心にＡＩワーキンググループで議論し、

消費者がＡＩに向き合っていくための第一歩を踏み出すためのサポートとして消費者庁

が作成することとされたものである。 

その内容は、「基本編」と「利用サービス別のチェックポイント編」から成り、「基本

編」ではＡＩの得意・不得意を挙げ、万能ではないことを示すとともに、「利用サービス

別のチェックポイント編」では事例としてスマートスピーカー72、スマート家電73、健康

 
70 https://www.federalregister.gov/documents/2023/11/01/2023-24283/safe-secure-and-trustworthy-dev

elopment-and-use-of-artificial-intelligence 
71 消費者庁は、デジタル技術の発展に伴って利便性・効率性が向上する一方で、新たに発生する消費者トラブ

ルなどの新たな課題に対応すべく、今後の経済社会の動向や新技術の社会実装見通しも踏まえ、消費者が注

意すべき事項や知っておくべき事柄等について幅広く議論することを目的に、令和元年12月から「消費者の

デジタル化への対応に関する検討会」を開催していた。しかし、特にＡＩの分野については、消費者とＡＩ

の関わり等、まだその実態を把握できておらず、消費者のＡＩに対する十分な理解が及んでいない状況にあ

るため、全ての消費者がＡＩを有効かつ安全に利用することができるよう、必要な方策等を検討するとして、

令和２年１月、「消費者のデジタル化への対応に関する検討会」の下にＡＩワーキンググループを設置した。

ＡＩワーキンググループは、同年７月に報告書を取りまとめた。 
72 スマートスピーカーとは、話しかけるだけで、家電のスイッチをつけてくれたり、必要な情報を教えてくれ

たり、話し相手になってくれたりする商品・サービスである（ＡＩハンドブック11頁）。 
73 スマート家電とは、インターネットと接続して、遠隔からでも操作できる家電である。さらに、ＡＩを搭載

したスマート家電では、消費者の住環境や、消費者の生活スタイルに適した運転や清掃を自動で行うことが
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相談サービス74、ＡＩ融資審査サービス75について、それぞれ賢く使うためのチェックポ

イント76などを示している。 

 生成ＡＩハンドブックは、ＡＩハンドブックの中で生成ＡＩに関する事項が含まれて

いなかったため、改めて消費者庁が作成したものである。生成ＡＩの利用前と利用時の

チェックポイント77などを示すとともに、生成ＡＩの事例としてチャットボットサービ

ス78と画像生成サービス79を挙げている。 

 トラブル時については、ＡＩハンドブックも生成ＡＩハンドブックも共に事業者への

問い合わせと、それでも解決できない場合の連絡先として、消費者ホットライン１８８

（いやや！）への相談を勧めている。 

  ガイドラインについては、令和６年４月19日、総務省と経済産業省がＡＩ戦略会議の

決定を経て「ＡＩ事業者ガイドライン（第1.0版）」（以下「ＡＩ事業者ガイドライン」と

いう。）を取りまとめている80。 

  ＡＩ事業者ガイドラインは、既存のガイドライン81を見直し、統合したものである。そ

 
できる（ＡＩハンドブック15頁）。 

74 ここでの健康相談サービスとは、ＡＩによる健康支援アプリ等を使うと、写真や簡単な入力だけで、自分の

健康状態を把握でき、健康状態やダイエット目標に対して、どのような取組（食事・運動）が必要かアドバ

イスしてもらえるサービスである（ＡＩハンドブック19頁）。 
75 ＡＩ融資審査サービスとは、個人信用情報や、収入に対する借入れの比率、返済見込額の調査等を考慮して

審査する一般的な融資審査とは異なり、近年、取引データその他の情報をＡＩで分析することで、融資の判

定を行うサービスである（ＡＩハンドブック23頁）。 
76 チェックポイントの内容は、利用規約、説明書の内容確認やＡＩの動作環境の確認、事業者への問い合わせ

などである。健康相談サービスについては、ＡＩが100％の精度を有していないことを注意喚起し、アドバイ

スの内容に疑問を持ったら、その受入れの中止を求めている。ＡＩ融資サービスについては、これまでの融

資とは異なる方法で審査ができる一方で、場合によっては、「過重債務」を招く可能性や、ＡＩの学習データ

にバイアスがある場合等には、審査結果にもそのバイアスが反映されて、本人の返済能力とは関係なく融資

の判断がなされる可能性があり、自身の返済能力を再確認することが求められている（ＡＩハンドブック13

～14、17～18、21～22、25～26頁）。 
77 生成ＡＩのチェックポイントについては、政府の「ＡＩ事業者ガイドライン」（後述）に準拠しているかな

ど、安全安心に利用できる生成ＡＩであるか確認することなどが記されている。チャットボット（脚注78参

照）については、知られて困る情報を入力しないこと、応答内容が正しいとは限らないこと、生成ＡＩに購

入を促された場合は必要性を再考することなどが注意喚起されている（生成ＡＩハンドブック４頁）。 
78 チャットボットとは「チャット（会話）」と「ボット（ロボット）」を組み合わせた言葉で、自動で回答を行

うサービスである。生成ＡＩを活用することで、幅広い質問に対して人間が対応しているような自然な回答

をすることができる。問合せ対応での活用が多くされているが、その他、オンライン英会話サービスでの講

師、ＡＩフレンド等での利用も考えられる（生成ＡＩハンドブック７頁）。米国のOpenAI社のChatGPTシリー

ズが知られている。 
79 画像生成サービスとは、生成ＡIの技術を用い、利用者が指定した内容に基づき、画像を作成するサービス

のことである（生成ＡＩハンドブック５頁）。 
80 ＡＩ事業者ガイドラインは、論点整理において、近年の生成ＡＩの普及を踏まえて既存のガイドラインに関

して必要な改訂などを検討する必要性が示されたことを受けて作成されたものである。論点整理を受けて、

総務省は「ＡＩネットワーク社会推進会議」を、経済産業省は「ＡＩ事業者ガイドライン検討会」をそれぞ

れ開催し、そこで既存のガイドラインの統合・アップデートがなされ、両会議での検討も踏まえて「ＡＩ事

業者ガイドライン案」が取りまとめられた。そして、募集に応じた国民からの意見と、令和６年３月14日に

合同開催された両会議の議論を踏まえ、同年４月19日のＡＩ戦略会議での決定を経て、作成された（『経済産

業省ニュースリリース』（令6.4.19）より作成）。 
81 ＡＩネットワーク社会推進会議（総務省）「国際的な議論のためのＡＩ開発ガイドライン」（平29.7.28）、Ａ

Ｉネットワーク社会推進会議（総務省）「ＡＩ利活用ガイドライン～ＡＩ利活用のためのプラクティカルリ

ファレンス～」（令元.8.9）、ＡＩ原則の実践の在り方に関する検討会（経済産業省）「ＡＩ原則実践のための

ガバナンス・ガイドライン ver.1.1」（令4.1.28改訂） 
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相談サービス74、ＡＩ融資審査サービス75について、それぞれ賢く使うためのチェックポ
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の対象範囲は、様々な事業活動においてＡＩの開発・提供・利用を担う全ての者（政府・

自治体等の公的機関を含む）としている。ただし、事業活動以外でＡＩを利用する者又

はＡＩを直接事業で利用せずにＡＩの便益を得又は損失を被る者（以下、併せて「業務

外利用者」という。）については対象外とするが、事業活動においてＡＩの開発・提供・

利用を担う者から業務外利用者への必要な対応は記載するとしている。また、ＡＩ活用

に伴い学習及び利用に用いるデータの提供者も対象外とするとしている。 

  ＡＩ事業者ガイドラインでは、事業者が遵守すべき「共通の指針」82と「高度なＡＩシ

ステムに関係する事業者に共通の指針」83が示されるとともに、ＡＩガバナンスの構築も

重要な柱として挙げている84。また、ＡＩ開発者、ＡＩ提供者、ＡＩ利用者それぞれにつ

いて、データに含まれるバイアスへの配慮、人間の生命・身体・財産・精神などへの配

慮、プライバシー保護、システム・セキュリティ対策の導入、「共通の指針」への対応状

況の説明など取り組むべき事項などが挙げられている。 

  ＡＩ戦略会議の論点整理においても、「既に表面化しつつあるリスクのうち、既存の法

制度やガイドライン・体制を前提に対処できるものはその周知徹底など早急に対応し、

既存の法制度等では十分に対応できない可能性があるものについては諸外国における検

討なども参考に対応を検討すべきである。また、将来生じ得るリスクについては、技術

開発や事業展開のスピードが急速であることを踏まえ、専門家も交え、国際的な議論に

積極的に参画しつつ、そのリスク把握に随時努める必要がある」としており85、法規制の

前に、政府による事業者への直接の働きかけ、第三者認証制度や監査制度等を参考とす

ること、ＡＩによる不適切な回答を削除するソフトウェアの開発など顕在化したリスク

を低減する技術開発なども提案している。 

  しかし、ハンドブックにもガイドラインにも法的拘束力はない。 

イ ＥＵ・ＡＩ規則における規制 

  一方、ＡＩの規制に関してハードローの立場から制定されているＥＵ・ＡＩ規則86の規

 
82 ①人間中心、②安全性、③公平性、④プライバシー保護、⑤セキュリティ確保、⑥透明性、⑦アカウンタビ

リティ、⑧教育・リテラシー、⑨公正競争確保、⑩イノベーションを掲げており、これは、「人間中心のＡＩ

社会原則」の「ＡＩ社会原則」を踏まえていると言える（詳細については、ＡＩ事業者ガイドライン12～20

頁を参照。）。 
83 詳細については、ＡＩ事業者ガイドライン22～24頁を参照。 

なお、ＡＩライフサイクルについては、ガイドラインの中で必ずしも明示されているわけではないが、例

えば、民間事業者のウェブサイトによると「ＡＩライフサイクルとは、ＡＩプロジェクトにおいて必要なデー

タを提供するためのデータ管理のプロセスのこと」を言うとされ、「この流れには、データ収集、モデル作

成、モデルトレーニング、展開、評価などの一連のステップ」が含まれてるとされる（ＡＯＳデータ株式会

社ウェブサイト<https://aidata.jp/ailifecycle/>）。 
84 ＡＩ事業者ガイドラインが構築すべきとするＡＩガバナンスについては、事前にルール又は手続が固定され

たＡＩガバナンスではなく、企業・法規制・インフラ・市場・社会規範といった様々なガバナンスシステム

において、「環境・リスク分析」、「ゴール設定」、「システムデザイン」、「運用」、「評価」といったサイクルを、

マルチステークホルダーで継続的かつ高速に回転させていく、「アジャイル・ガバナンス」の実践が重要であ

るとしている。そして、「アジャイル・ガバナンス」の実践を効果的な取組とするためには、短期的な利益の

追求の観点からＡＩガバナンスの構築を単なるコストとして捉えるのではなく、各主体の持続的成長及び中

長期的な発展を志向した先行投資として捉えるよう、経営層に責任を持ってリーダーシップを発揮すること

を求めている（ＡＩ事業者ガイドライン25頁）。 
85 論点整理９～10頁 
86 ＥＵ・ＡＩ規則は、13章113条と13の附属書からなる。2024年５月21日にＥＵ理事会で成立し、同年７月12
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制について見ていく。 

ＥＵ・ＡＩ規則は、その目的として、ＥＵの価値観に従い、特にＥＵにおけるＡＩシ

ステムの開発、市場投入、サービス提供、使用に関する統一的な法的枠組みを定めるこ

とにより、ＥＵ内市場の機能を改善し、人間中心で信頼できるＡＩの普及を促進しなが

ら、民主主義、法の支配、環境保護を含むＥＵ基本権憲章に定められた健康、安全、基

本的権利の高度な保護を確保し、ＥＵにおけるＡＩシステムの有害な影響を防ぎ、イノ

ベーションを支援するとしている87。 

ＥＵ基本権憲章では、ＥＵの政策は、「高水準の消費者保護を確保するものとする」と

定められている（欧州憲法条約第Ⅱ-98〔Ⅱ-38〕条）88ことから、ＥＵ・ＡＩ規則も、高

度な消費者保護を行う考えの下に制定されているものと考えることができる。 

ＥＵ・ＡＩ規則では、リスクベースアプローチとしてＡＩが社会にもたらすリスクに

ついて、①許容不能なリスク、②ハイリスク、③限定的なリスク、④最小限のリスクの

４段階に分類されている（図表５参照）。 

 

図表５ ＥＵ・ＡＩ規則におけるリスクベースアプローチ 

 
（出所）ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）６頁より抜粋 

 

このうち、①の許容不能なリスクをもたらすＡＩ89については市場投入自体が原則禁

 
日に公布、同年８月１日に発効した。ほとんどの規定は2026年８月２日から適用される一方、総則（第１章）

と禁止規定（第２章）は2025年２月２日から、汎用ＡＩに関する規定、ガバナンス規定、罰則規定などにつ

いては、2025年８月２日から適用される（ＥＵ日本政府代表部「ＥＵ ＡＩ規則の概要」（令6.6）42頁）。 
87 ＥＵ・ＡＩ規則第１条<https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/HTML/?uri=OJ:L_202401689> 
88 ＥＵ基本権憲章は、欧州のための憲法を定立する条約（欧州憲法条約）の第Ⅱ部に定められている。人の尊

厳、自由、平等、連帯、市民の権利、裁判を受ける権利などが定められている（衆議院憲法調査会事務局「欧

州憲法条約－解説及び翻訳－」（衆憲資第56号（委託調査報告書）、平16.9）86～91頁）。 
89 ＥＵ・ＡＩ規則で禁止されるＡＩシステムは、①サブリミナル技術を利用するもの、②人の脆弱性を悪用す

るもの、③特定の個人や集団を評価して不利益的扱いを行うようなソーシャルスコアリングを行うもの、④

特定の個人の犯罪予測を行うもの、⑤インターネットや監視カメラから顔画像を収集し、顔認識データベー

スを作成・拡張するもの、⑥職場や教育機関での感情を推測するもの、⑦生体データに基づき宗教、政治、

性的指向などを推測し、個人を分類するものなどである（ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）８頁）。 

なお、ＥＵ・ＡＩ規則での「ＡＩシステム」とは、様々なレベルの自律性で動作するように設計され、導

入後に順応性を示す可能性のある、機械ベースのシステムであって、明示的又は暗黙的な目的のために、物

理的又は仮想的な環境に影響を与え得る予測、コンテンツ、推奨又は決定等のアウトプットを生成する方法

を、受け取ったインプットから推論するものとされる（ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）５頁）。ただし、
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制について見ていく。 

ＥＵ・ＡＩ規則は、その目的として、ＥＵの価値観に従い、特にＥＵにおけるＡＩシ
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ついて、①許容不能なリスク、②ハイリスク、③限定的なリスク、④最小限のリスクの

４段階に分類されている（図表５参照）。 
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いては、2025年８月２日から適用される（ＥＵ日本政府代表部「ＥＵ ＡＩ規則の概要」（令6.6）42頁）。 
87 ＥＵ・ＡＩ規則第１条<https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/HTML/?uri=OJ:L_202401689> 
88 ＥＵ基本権憲章は、欧州のための憲法を定立する条約（欧州憲法条約）の第Ⅱ部に定められている。人の尊

厳、自由、平等、連帯、市民の権利、裁判を受ける権利などが定められている（衆議院憲法調査会事務局「欧

州憲法条約－解説及び翻訳－」（衆憲資第56号（委託調査報告書）、平16.9）86～91頁）。 
89 ＥＵ・ＡＩ規則で禁止されるＡＩシステムは、①サブリミナル技術を利用するもの、②人の脆弱性を悪用す
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止され90、②のハイリスクＡＩシステム91の提供者92には、主に次のような義務が課せら

れる93。 
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国家安全保障や科学研究を目的とするＡＩなどは、ＥＵ・ＡＩ規則の適用除外となっている（ＥＵ・ＡＩ規
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96 ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）20～21頁 
97 ＥＵ・ＡＩ規則での「導入者」とは、自らの権限の下でＡＩシステムを利用する自然人又は法人、公的機関、
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大幅な変更を加える場合などは提供者と見なされることもある98。 

ＥＵ・ＡＩ規則では、特に汎用ＡＩモデル99について区別され、限定的なリスクをもた

らすものであっても、その提供者や導入者に義務が課されており100、一定水準以上の演

算能力101を有するなど高い影響力を有する汎用ＡＩモデルについては、システミックリ

スクを有するものとして、その提供者には追加的な義務が課されている102。 

また、ＥＵ・ＡＩ規則では、汎用ＡＩのガバナンス体制として、汎用ＡＩモデルに関

する監督や執行について、欧州委員会が独占的にその権限を有することとし、その業務

の実施を欧州委員会の下に設立した「ＡＩオフィス」に委ねている。 

欧州における汎用ＡＩモデルの統一規格はまだ公表されていないが、それまで汎用Ａ

Ｉモデルの提供者又はシステミックリスクを有するＡＩモデルの提供者が遵守すること

で、ＥＵ・ＡＩ規則に定められる義務を遵守することの証明となったり、汎用ＡＩモデ

ルの法的適合性を推定させることとなるものとして、ＥＵ・ＡＩ規則の発効日から９か

 
98 詳細については、ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）22、23、25頁を参照。 
99 ＥＵ・ＡＩ規則での「汎用ＡＩモデル」とは、大規模な「自己教師あり学習」を用いた大量のデータでトレー

ニングがなされ、顕著な汎用性を示し、市場への投入方法に関係なく、広範囲の異なるタスクを適切に実行

でき、様々な下流システム又はアプリケーションに統合できるＡＩモデルを意味するとされている（ＥＵ・

ＡＩ規則概要（前掲脚注86）５頁）。ちなみに、「自己教師あり学習」とは、機械学習の一つである。機械学

習には、例えば「猫」という正解ラベル（教師データ）を付けたデータを学習させ、様々なデータを与えら

れてもその中から正解である「猫」を探し出せるようになる「教師あり学習」、正解ラベルを一切付けず（教

師データなし）にデータを学習させ、大量のデータを与えた際に、グループ分けなどを行って、「猫」の画像

を与えた場合に、「猫」がどのグループに当てはまるかを判断させるような「教師なし学習」などがある。「自

己教師あり学習」は、「教師なし学習」のように正解ラベルを付けないデータを与えて学習させるが、機械自

身が正解（教師データ）を推測しつつ学習を繰り返すことで学習精度を上げていく方法であり、データへの

正解ラベル付けを行う人的作業が必要なくなり、超大規模学習が可能になっているとされる。例えば、画像

処理分野では、機械自身が画像データに各種変換をかけることで、訓練データ量を水増しし、同じ画像に異

なる変換をした画像同士を一致させる特徴量を最大化しつつ、違う画像に異なる変換をした画像同士を一致

させる特徴量を最小化するように訓練を行う「対照学習」、言語処理分野では、テキストの一部を隠して（マ

スクをかけて）、隠された部分を推定する穴埋め問題型のＭＬＭ（Masked Language Model）方式などが知ら

れている（総務省統計研究研修所監修「高等学校における「情報Ⅱ」のためのデータサイエンス・データ解

析入門」（株式会社Rejoui（リジョウイ））38、89～90頁、令和元年版情報通信白書（前掲脚注32）86頁、国

立研究開発法人科学技術振興機構研究開発戦略センター「人工知能研究の新潮流２～基盤モデル・生成ＡＩ

のインパクト～」（令5.7）４～５、62～63頁より作成）。 
100 例えば、人間と直接やり取りするＡＩシステムの提供者には、人間がＡＩシステムとやり取りしているこ

とを認識できるように設計・開発することや、感情認識システムあるいは生体分類システムの導入者には、

ＡＩシステムの対象者に対してそのシステムの運用について通知することなどがそれぞれ義務付けられてい

る（ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）26～28頁）。 
101 学習に使用された累積計算量が10の25乗（10Y（Yはヨタ（yotta）で10の24乗））FLOPS（フロップス）より

大きい場合、「高い影響力」を有すると推定される（ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）29頁）。 

なお、FLOPS（Floating point number Operations Per Secondの略、Flop/sとも表現。）とは、１秒間に実

行可能な浮動小数点演算（実数をコンピュータ内で０と１の２進法を利用してコンピュータが認識できる形

として置き換える演算）の回数を表している。スーパーコンピュータなど、大規模なコンピュータシステム

の性能指標であり、コンピュータの処理速度を表す単位として用いられることが多いとされる（国立研究開

発法人海洋研究開発機構地球シュミレータウェブサイト<https://www.jamstec.go.jp/es/jp/simschool/f90

learning/chap7/page1.html>）。2024年６月時点で、米国のスーパーコンピュータ「Frontier」が1.206 EFl

op/s（Eはエクサ（exa）で10の18乗）の性能で世界第１位、日本の「富岳」は442Pflop/s（Pはペタ（peta）

で10の15乗）の性能で世界第４位である（TOP500ウェブサイト<https://top500.org/lists/top500/2024/06

/highs/>）。2030年頃の運用が目指される「富岳」後継機の演算能力は、ゼタ級（ゼタ（zetta）は、10の21

乗。）とされている（『日本経済新聞』（令6.8.27）ほか）。従って、ＥＵ・ＡＩ規則がシステミックリスクを

有すると想定しているヨタ級の汎用ＡＩモデルについて、向こう数年間は、登場の見込みがない。 
102 詳細については、ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）29～30頁を参照。 
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発法人海洋研究開発機構地球シュミレータウェブサイト<https://www.jamstec.go.jp/es/jp/simschool/f90

learning/chap7/page1.html>）。2024年６月時点で、米国のスーパーコンピュータ「Frontier」が1.206 EFl

op/s（Eはエクサ（exa）で10の18乗）の性能で世界第１位、日本の「富岳」は442Pflop/s（Pはペタ（peta）

で10の15乗）の性能で世界第４位である（TOP500ウェブサイト<https://top500.org/lists/top500/2024/06
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乗。）とされている（『日本経済新聞』（令6.8.27）ほか）。従って、ＥＵ・ＡＩ規則がシステミックリスクを

有すると想定しているヨタ級の汎用ＡＩモデルについて、向こう数年間は、登場の見込みがない。 
102 詳細については、ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）29～30頁を参照。 
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103 ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）31頁。もし、ＥＵ・ＡＩ規則の発効日から12か月以内に実践規範が完成

しない場合又はＡＩオフィスが適切でないと判断した場合、欧州委員会は、実施法令の形で、汎用ＡＩモデ

ル関連の義務の実施に関する共通のルールを定めることができるとされている。 
104 ＡＩ規制サンドボックスとは、ＡＩシステムの市場投入・稼働前の限られた期間、革新的なＡＩシステムの

開発、学習、試験、検証を容易にする管理された環境を提供するものとされる（ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲

脚注86）32頁）。 
105 ＥＵ・ＡＩ規則概要（前掲脚注86）33頁 
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図表６ ＡＩ（生成ＡＩ）によるリスクの分類 
ＡＩが引き起こすリスクの分類 具体的な課題 

バイアスのある結果及び差別的な結

果の出力 

・ＩＴ企業が自社で開発したＡＩ人材採用システムが女性を差別するという機

械学習面の欠陥が判明した事案の発生。 

フィルターバブル及びエコーチェン

バー現象 

・自分の見たい情報にのみ囲まれるフィルターバブル及び自分と同じような考

えばかりが周囲から返信されるエコーチェンバー現象を通じて、ＡＩ利用者及

び業務外利用者が極端な考えの持ち主になる懸念。 

多様性の喪失 ・社会全体が同じモデルを同じ用い方で使用して、導かれる意見及び回答が大規

模言語モデル（ＬＬＭ）（※）によって収束し、多様性が失われる可能性。 

不適切な個人情報の取扱い ・透明性を欠く個人情報の利用や個人情報の政治利用として問題視される事案

の発生。 

生命・身体・財産の侵害 ・ＡＩの誤動作による大規模な事故の発生リスクや、医療現場のトリアージにお

いて公平性の喪失や差別的医療判断が発生する懸念 

データ汚染攻撃 ・ＡＩの学習実施時にもたらされる不正データの混入、サービス運用時のアプリ

ケーション自体を狙ったサイバー攻撃など。 

ブラックボックス化、判断に関する

説明の要求 

・ＡＩの判断結果に関するアルゴリズム（判断結果を得るための手順や計算方

式）を説明できない事案の発生。 

エネルギー使用量及び環境の負荷 ・ＡＩの利用拡大や開発促進に伴う電力使用量の増大とそれに伴う二酸化炭素

排出量の増大。 

生成ＡＩで顕在化したリスクの分類 具体的な課題 

 

 

機密情報の流出 個人情報や機密情報を生成ＡＩに指示や質問として入力（プロンプト）すること

で、ＡＩからの出力を通じてそれらの情報が流出すること。 

悪用 生成ＡＩで作成された声などを通じて詐欺目的で利用されること。 

ハルシネーション（幻覚） 生成ＡＩが事実と異なる情報をもっともらしく回答すること。 

偽情報、誤情報を鵜呑みに 

すること 

生成ＡＩが作成する誤情報を鵜呑みにすること。ディープフェイクによる情報操

作や世論工作の実施。事件、事故、災害などの偽情報の拡散など。 

著作権との関係 ＡＩの学習の仕方次第では著作権を侵害するような作品が登場すること。 

資格等との関係 生成ＡＩが法律や医療の相談に回答するなど業法免許や資格等を侵害すること

によって法的問題が発生する可能性。 

バイアスの再生成 生成ＡＩが既存の情報に基づいて回答を作成し、人々がその答えを鵜呑みにする

状況が続くと、既存の情報に含まれる偏見を増幅し、不公平及び差別的な出力が

継続・拡大する可能性。 

（※）ＬＬＭ（Large Language Models）とは、文章の並びについて、より自然なものについて高い確率を、文章として成立

しないものに低い確率を割り当てる「言語モデル」において、「計算量」、「データ量」、「パラメータ数」を桁違いに大規模

化したものである（野村総合研究所ウェブサイト<https://www.nri.com/jp/knowledge/glossary/lst/ta/llm>）。 

（出所）総務省・経済産業省「ＡＩ事業者ガイドライン（第1.0版） 別添（付属資料）」（令6.4.19）14～16頁より作成 

 

行われたものであり、その調査結果は、ＡＩワーキンググループに報告されている。 

  この調査において、二つの設問に注目したい。一つ目は、製品・サービスへのＡＩ技

術の利用の認知度を問う設問（図表７参照）であり、二つ目は、ＡＩ技術を利用した製

品・サービスの利用規約・取扱説明書の確認の事実を問う設問（図表８参照）である。 

  図表７では、コミュニケーションや生活家電の分野では多くの消費者が製品・サービ

スにＡＩが利用されていることを認知しているのに対し、それ以外の分野では認知され

ていない割合が高い。また、図表８では、全般的に利用規約や取扱説明書は読まれてい

ないことが分かる。ＡＩハンドブックでは、こうした事実を踏まえて利用規約や取扱説

明書を確認するよう促したり、信頼できる事業者の利用を促しているが、情報の非対称

性を考えれば、事業者の信頼性やＡＩ利用の確認を消費者が法的担保なしに行うのは、

かなり困難に思われる。例えば、我が国の経済をけん引する自動車メーカーですら自動

車の型式指定申請時におけるデータ改ざんなどの不正行為を繰り返すなど、消費者は企

業の倫理的リスクにさらされやすい。そのような状況下で、少なくともＡＩを悪用する

又は悪用しようとする者から消費者を保護するためには、一定の法的規制の導入が求め

られるのではないかと思われる。 
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図表７ 製品・サービスへのＡＩ技術の利用の認知度 

 
（出所）「第１回消費者意識調査結果（ＡＩに対するイメージについて）」（第２回ＡＩワーキンググループ資

料２、令2.3.16）24頁より抜粋 

 

図表８ ＡＩ技術を利用した製品・サービスの利用規約・取扱説明書の確認の事実 

 
（出所）「第１回消費者意識調査結果（ＡＩに対するイメージについて）」（第２回ＡＩワーキンググループ資

料２、令2.3.16）29頁より抜粋 

 

消費者庁は、令和４年に衆参両院の「消費者問題に関する特別委員会」で消費者契約

法等の改正案に対して行われた附帯決議106を受けて、令和４年８月、「消費者法の現状を

 
106 「消費者契約法及び消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律の一

部を改正する法律案に対する附帯決議」（衆議院消費者問題に関する特別委員会では令和４年４月19日に、参

議院消費者問題に関する特別委員会では同年５月20日にそれぞれ可決。）において、消費者契約法の消費者法

令における役割を多角的な見地から整理し直した上で、①判断力の低下等の個々の消費者の多様な事情に応

じて消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示を取り消すことができる制度の創設、②損害賠償請求の導

入、③契約締結時以外への適用場面の拡大等既存の枠組みに捉われない抜本的かつ網羅的なルール設定の在

り方について検討を開始するなどとされた。 
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検証し将来の在り方を考える有識者懇談会」を設置した。同懇談会は、令和５年７月、

「消費者法の現状を検証し将来の在り方を考える有識者懇談会における議論の整理」（以

下「議論の整理」という。）を取りまとめた。 

議論の整理では、ＡＩの発展・普及が消費者法107に与える影響について、①ＡＩが人

に扱えない大量の情報を統計的に処理することで、個々人のニーズに応じた取引の「個

別化」が可能となる一方、「個別化」には統計的に必ず生じる誤推定の問題、㋑ＡＩ技術

を活用する事業者と消費者の間の情報処理能力の非対称性による格差拡大の問題がある

ことから、事業者による一方的なＡＩの利用は、消費者の脆弱性を「個別化」し、その

悪用や誤用を可能にするとしている。これに対して、②消費者法は、ＡＩ自体を含む技

術やシステム設計が取引を規律することを前提に、「そこでの規律の在り方を、体制整備

義務や透明性確保、事後的監査の仕組みなどを組み合わせることで法によって担保する

アプローチが有効」であるとしている。また、③「私法的にも、意思を基盤にする契約

法制よりは不法行為法制によって、金銭的インセンティブを通じて事業者の行動を規律

する手法を構築することが有益」ともしている。さらに、④消費者法により、事業者だ

けでなく消費者もＡＩを活用できる環境を整え、情報処理能力の非対称性の格差を縮減

して、事業者によるＡＩの悪用・誤用がもたらす被害の減殺に期待する考えを示してい

る。しかし、⑤生成ＡＩについては、未だ消費者への影響が見通せず、国際的な議論な

どを踏まえて今後の検討をすべきであるとしている108。 

ところで、議論の整理において、デジタル化の進展等が消費者を取り巻く取引環境を

大きく変化させる中、消費者の脆弱性を基軸にした新しい消費者概念の下で、消費者の

「幸福」や健全で自律的な取引社会を実現していくために、消費者法を再編し拡充して

いく必要がある109とされたことから、消費者庁は、令和５年11月、消費者委員会の下に

「消費者法制度のパラダイムシフトに関する専門調査会」を設置して議論を続けている。 

同専門調査会では、「消費者が関わる取引を幅広く規律する消費者取引全体の法制度

の在り方」、「デジタル化による技術の進展が消費者の関わる取引環境に与える影響につ

いての基本的な考え方」を前半の検討課題とし、令和６年夏から秋頃に中間的な整理を

取りまとめ、「ハードロー的手法とソフトロー的手法、民事・行政・刑事法規定など種々

の手法をコーディネートした実効性の高い規律の在り方」を後半の検討課題として、令

和７年夏頃に「とりまとめ」を行う予定としている110。 

加えて、同庁は、次期消費者基本計画となる第５期消費者基本計画の策定に向けて111、

 
107 同懇談会の「消費者法」とは、河野太郎内閣府特命担当大臣（デジタル改革 消費者及び食品安全）（当時）

が「消費者法の現状を広く検証していただいて、将来に向けてどうすべきなのか、将来に向けてどのような

消費者法が必要なのかといった根本的な議論を皆様のお知恵をお借りしてやっていただきたい」（消費者庁

消費者制度課「消費者法の現状を検証し将来の在り方を考える有識者懇談会第１回議事録」（令4.8.30）３頁）

と発言していることから、現在及び将来における消費者法制全体のことを指していると思われる。 
108 議論の整理８～９頁 
109 議論の整理12頁 
110 消費者庁「今後の進め方（案）」（第１回消費者法制度のパラダイムシフトに関する専門調査会資料３、令

5.12.27） 
111 消費者基本法（昭和43年法律第78号）に基づき、政府は、消費者政策の計画的な推進を図るため、消費者政

策の推進に関する基本的な計画（消費者基本計画）を策定しており、現在は、令和２～６年度を計画期間と
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検証し将来の在り方を考える有識者懇談会」を設置した。同懇談会は、令和５年７月、

「消費者法の現状を検証し将来の在り方を考える有識者懇談会における議論の整理」（以

下「議論の整理」という。）を取りまとめた。 

議論の整理では、ＡＩの発展・普及が消費者法107に与える影響について、①ＡＩが人

に扱えない大量の情報を統計的に処理することで、個々人のニーズに応じた取引の「個

別化」が可能となる一方、「個別化」には統計的に必ず生じる誤推定の問題、㋑ＡＩ技術

を活用する事業者と消費者の間の情報処理能力の非対称性による格差拡大の問題がある

ことから、事業者による一方的なＡＩの利用は、消費者の脆弱性を「個別化」し、その

悪用や誤用を可能にするとしている。これに対して、②消費者法は、ＡＩ自体を含む技

術やシステム設計が取引を規律することを前提に、「そこでの規律の在り方を、体制整備

義務や透明性確保、事後的監査の仕組みなどを組み合わせることで法によって担保する

アプローチが有効」であるとしている。また、③「私法的にも、意思を基盤にする契約

法制よりは不法行為法制によって、金銭的インセンティブを通じて事業者の行動を規律

する手法を構築することが有益」ともしている。さらに、④消費者法により、事業者だ

けでなく消費者もＡＩを活用できる環境を整え、情報処理能力の非対称性の格差を縮減

して、事業者によるＡＩの悪用・誤用がもたらす被害の減殺に期待する考えを示してい

る。しかし、⑤生成ＡＩについては、未だ消費者への影響が見通せず、国際的な議論な

どを踏まえて今後の検討をすべきであるとしている108。 

ところで、議論の整理において、デジタル化の進展等が消費者を取り巻く取引環境を

大きく変化させる中、消費者の脆弱性を基軸にした新しい消費者概念の下で、消費者の

「幸福」や健全で自律的な取引社会を実現していくために、消費者法を再編し拡充して

いく必要がある109とされたことから、消費者庁は、令和５年11月、消費者委員会の下に

「消費者法制度のパラダイムシフトに関する専門調査会」を設置して議論を続けている。 

同専門調査会では、「消費者が関わる取引を幅広く規律する消費者取引全体の法制度

の在り方」、「デジタル化による技術の進展が消費者の関わる取引環境に与える影響につ

いての基本的な考え方」を前半の検討課題とし、令和６年夏から秋頃に中間的な整理を

取りまとめ、「ハードロー的手法とソフトロー的手法、民事・行政・刑事法規定など種々

の手法をコーディネートした実効性の高い規律の在り方」を後半の検討課題として、令

和７年夏頃に「とりまとめ」を行う予定としている110。 

加えて、同庁は、次期消費者基本計画となる第５期消費者基本計画の策定に向けて111、

 
107 同懇談会の「消費者法」とは、河野太郎内閣府特命担当大臣（デジタル改革 消費者及び食品安全）（当時）

が「消費者法の現状を広く検証していただいて、将来に向けてどうすべきなのか、将来に向けてどのような

消費者法が必要なのかといった根本的な議論を皆様のお知恵をお借りしてやっていただきたい」（消費者庁

消費者制度課「消費者法の現状を検証し将来の在り方を考える有識者懇談会第１回議事録」（令4.8.30）３頁）

と発言していることから、現在及び将来における消費者法制全体のことを指していると思われる。 
108 議論の整理８～９頁 
109 議論の整理12頁 
110 消費者庁「今後の進め方（案）」（第１回消費者法制度のパラダイムシフトに関する専門調査会資料３、令

5.12.27） 
111 消費者基本法（昭和43年法律第78号）に基づき、政府は、消費者政策の計画的な推進を図るため、消費者政

策の推進に関する基本的な計画（消費者基本計画）を策定しており、現在は、令和２～６年度を計画期間と

 

令和６年２月、「第５期消費者基本計画の策定に向けた有識者懇談会」を設置している。 

同懇談会の議論の中で、同庁は、デジタル化が進展した社会では全ての消費者が消費

者トラブルに対して脆弱になる可能性を指摘した上で、デジタル・非デジタルにおける

消費者保護水準の格差の解消が課題になるなどの認識を示しており112、今後、第５期消

費者基本計画がＡＩの発展・普及に対応したものとして策定されることが見込まれる。 

消費者庁がこのようにＡＩを含むデジタル化の進展に対応するため消費者法制度のパ

ラダイムシフトを掲げ、消費者法制全体の在り方を模索する一方、ＡＩ事業者ガイドラ

インを取りまとめた総務省や経済産業省は、ＡＩ戦略会議におけるＡＩ制度研究会の立

ち上げを受け、どのような方向性を見せているだろうか。 

ＡＩ戦略・研究合同会議において、松本剛明総務大臣は、大規模なプラットフォーム

事業者に対して削除対応の迅速化と運用状況の透明化を求める情報流通プラットフォー

ム対処法113が成立したことを紹介し、生成ＡＩによって生成された偽・誤情報へも効果

が期待されるとして、施行前から必要に応じてプラットフォーム事業者に対し、早期に

同法に準じた対応を行うよう求めていきたいとしている。また、偽・誤情報を含む情報

流通の健全性確保の在り方について、「デジタル空間における情報流通の健全性確保の

在り方に関する検討会」で提言がまとまれば、制度的な対応を含めて、総合的な対策を

進めるとしており114、総務省は、個別法による対応を進めているように見える。 

一方、ＡＩ戦略・研究合同会議において、齋藤健経済産業大臣は、便益とリスクの双

方をもたらすＡＩに対して、「イノベーションの促進」と「規律」のバランス確保を重視

して政策を進めるとしつつ、規律の確保に向けては、ＡＩ事業者ガイドラインの普及・

促進を通じて事業者を後押しする旨や、米英をはじめとする国際的なパートナーと連携

しながら、ＡＩＳＩが相互運用可能な安全性評価手法を策定できるよう支援する旨など、

ソフトローの立場からの発言を行っている115。 

ところで、例えば、令和元年に道路運送車両法（昭和26年法律第185号）と道路交通法

（昭和35年法律第105号）がそれぞれ改正され、ＡＩの搭載が不可欠とされる自動車の

「自動運行装置」116については、事故を防止する観点から規制が導入されている。道路

運送車両法では道路運送車両の保安基準に適合しない自動運行装置が搭載された自動車

 
する第４期消費者基本計画（令和２年３月31日閣議決定）が定められている。本文のとおり、次期消費者基

本計画として、令和７～11年度を計画期間とする第５期消費者基本計画の策定に向けた議論が行われている。 
112 第５期消費者基本計画の策定に向けた有識者懇談会第１回議事録（令6.２.14）６頁 
113 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律の一部を改正する法律

（令和６年法律第25号）。同法の概要は、総務省ウェブサイト<https://www.soumu.go.jp/main_content/000

931474.pdf>参照。 
114 ＡＩ戦略・研究合同会議議事要旨（令6.8.2）４頁 
115 ＡＩ戦略・研究合同会議議事要旨（令6.8.2）５頁 
116 自動運行装置とは、プログラム（電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）に対する指令であって、一

の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。以下同じ。）により自動的に自動車を運行させ

るために必要な、自動車の運行時の状態及び周囲の状況を検知するためのセンサー並びに当該センサーから

送信された情報を処理するための電子計算機及びプログラムを主たる構成要素とする装置であって、当該装

置ごとに国土交通大臣が付する条件で使用される場合において、自動車を運行する者の操縦に係る認知、予

測、判断及び操作に係る能力の全部を代替する機能を有し、かつ、当該機能の作動状態の確認に必要な情報

を記録するための装置を備えるものをいう（道路運送車両法第41条第２項参照）。 
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を運行の用に供することが禁止され、道路交通法では使用条件を満たさない自動運行装

置を用いて自動車を運転することが自動車使用者に対し禁じられている。しかし、そう

した法的規制が自動運行装置を開発する民間企業を萎縮させ、自動運転車に関する需要

を減退させているとは言い難く、我が国がＡＩに対してソフトローの立場であるとして

も、このように個別法による必要最低限の規制は進めていくべきである。 

今後、サブリミナル技術が搭載されたり、人間の脆弱性を悪用したり、人間の個性や

人格を否定する差別的な機能を有し、消費者に害を与えるＡＩシステムなどが国内の市

場に投入されれば、国民は大きな脅威にさらされよう。 

Ｇ７各国と共有すべき「民主的価値に沿った安全、安心で、信頼できるＡＩ」という

共通のビジョンと目標を達成するためのアプローチと政策手段が、Ｇ７メンバー間で異

なり得ることが認識されている117とはいえ、ＥＵも米国118も国家や社会の脅威となるＡ

Ｉやその運用方法を特定し、規制を実施している。ＡＩに起因する脅威を排除できない

国として出遅れないよう、我が国も相応の対応を行う必要があるのではないか。 

ＡＩ戦略・研究合同会議の議論では、現時点での新法による規制は謙抑的であるべき

との意見、詐欺的なものに対する法的規制や救済手段が必要との意見、守るべき価値が

何かの確認が必要との意見等があった119。国家として、第一義的に守るべき価値とは、

主権の存する国民と憲法に定められている国民の権利及び自由であろう。消費者保護の

観点にとどまらず、国民に危害を加え、国民の権利及び自由を侵害しようとするＡＩや

その運用方法のうち、人を意図的に操作してその意に反した行動をさせたり、大規模な

サイバー攻撃やテロ行為に利用されて不可逆的な被害を無差別に加えるなど社会的に容

認できないものを特定して法的規制を行い、そのための新たな即応体制や救済制度を整

備することは、国民を守り、社会的混乱を未然に防止する上で必要ではないか。 

 

（やまごし のぶひろ） 

 
117 「Ｇ７首脳声明」（2023年12月６日）11頁<https://www.soumu.go.jp/hiroshimaaiprocess/pdf/document06.

pdf> 
118 米国のＡＩの規制については、例えば、米国大統領令14110号では、消費者保護について、ＡＩに起因する

詐欺、差別、プライバシー侵害等から米国の消費者を保護するために、独立規制機関が適切と判断した場合、

そのあらゆる権限の行使を検討することなどが奨励されている。具体的には、医療、公衆衛生、福祉、運輸、

教育の各部門において、ＡＩに関する戦略、ガイドライン、ガイダンスなどの作成の時系列的な取組が定め

られており、新たな法令による規制の実施よりも、連邦の差別禁止法やプライバシー保護法に抵触しないこ

とも含め、既存の規制などの枠内においてＡＩに適用される箇所を強調または明確にすることが求められて

いると言える。一方、ＣＢＲＮ兵器（化学、生物、放射能、核の各種兵器）の設計・取得・使用などを容易

にするものや、強力なサイバー攻撃を実施することが可能な機能などを持ち、民生用から軍事用に転用可能

なＡＩモデル（デュアルユース基盤モデル（dual-use foundation model））の取扱いや、悪意のあるサイバー

活動に使用される可能性のある潜在的機能を備えた大規模なＡＩモデルを外国人がトレーニングすることな

ど、国家安全保障上の脅威となる機能を有するＡＩやその運用方法などについては、規制が導入されている

（米連邦政府官報ウェブサイト<https://www.federalregister.gov/documents/2023/11/01/2023-24283/saf

e-secure-and-trustworthy-development-and-use-of-artificial-intelligence>）。 
119 ＡＩ戦略・研究合同会議議事要旨（令6.8.2）７、９頁 


